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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アルミニウム合金用の原材料を溶解させてアルミニウム合金溶湯を得る溶解工程と、
　この溶解工程からのアルミニウム合金溶湯を鋳造してアルミニウム合金連続鋳造棒を得
る連続鋳造工程と、
　この連続鋳造工程で鋳造されたアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分及び内部を検査
する非破壊検査工程とを有し、
　非破壊検査工程は、アルミニウム合金連続鋳造棒をプローブ内に貫通させる貫通型渦電
流探傷検査工程、およびプローブをアルミニウム合金連続鋳造棒の円周方向へ回転させる
回転型渦電流探傷検査工程でアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分を検査する第１非破
壊検査工程と、アルミニウム合金連続鋳造棒の内部を検査する第２非破壊検査工程とを有
し、
　貫通型渦電流探傷検査工程で検出した欠陥の検出個数を予め設定した第１検出個数判定
基準で比較し、また回転型渦電流探傷検査工程で検出した欠陥の検出個数を予め設定した
第２検出個数判定基準で比較して、当該アルミニウム合金連続鋳造棒が何れの欠陥分布集
合に分類されるかを求め、この各欠陥分布集合に分類されたアルミニウム合金連続鋳造棒
の個数を、何れの欠陥分布集合に分類されるアルミニウム合金連続鋳造棒が多発している
かを判断する集合判定基準と比較して集合判定基準以上の欠陥分布集合を求め、その結果
に基づいて連続鋳造工程の鋳造条件を制御する制御工程を設けた、
　ことを特徴とするアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法。
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【請求項２】
　アルミニウム合金用の原材料を溶解させてアルミニウム合金溶湯を得る溶解保持炉と、
　この溶解保持炉からのアルミニウム合金溶湯を鋳造してアルミニウム合金連続鋳造棒を
得る連続鋳造装置と、
　この連続鋳造装置で鋳造されたアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分及び内部を検査
する非破壊検査装置とを有し、
　非破壊検査装置は、アルミニウム合金連続鋳造棒をプローブ内に貫通させる貫通型渦電
流探傷検査装置、およびプローブをアルミニウム合金連続鋳造棒の円周方向へ回転させる
回転型渦電流探傷検査装置でアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分を検査する第１非破
壊検査装置と、アルミニウム合金連続鋳造棒の内部を検査する第２非破壊検査装置とを有
し、
　貫通型渦電流探傷検査装置で検出した欠陥の検出個数を予め設定した第１検出個数判定
基準で比較し、また回転型渦電流探傷検査装置で検出した欠陥の検出個数を予め設定した
第２検出個数判定基準で比較して、当該アルミニウム合金連続鋳造棒が何れの欠陥分布集
合に分類されるかを求め、この各欠陥分布集合に分類されたアルミニウム合金連続鋳造棒
の個数を、何れの欠陥分布集合に分類されるアルミニウム合金連続鋳造棒が多発している
かを判断する集合判定基準と比較して集合判定基準以上の欠陥分布集合を求め、その結果
に基づいて連続鋳造装置の鋳造条件を制御する制御装置を設けた、
　ことを特徴とするアルミニウム合金連続鋳造棒の製造設備。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、アルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法、およびアルミニウム合金連続鋳
造棒の製造設備に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般的にアルミニウム合金連続鋳造棒は、アルミニウム合金溶湯から円柱状、角柱状あ
るいは中空柱状の長尺鋳塊を鋳造して製造する。
　この鋳造方法には、気体加圧連続鋳造方法、気体加圧ホットトップ連続鋳造方法、水平
連続鋳造方法などがある（例えば、特許文献１参照。）。
【０００３】
　しかし、鋳塊（アルミニウム合金連続鋳造棒）には、鋳造したままの状態では表面に逆
偏析層を代表とした不均一組織が形成されている。
　この不均一組織はアルミニウム合金連続鋳造棒を原材料として用いる塑性加工において
割れなどの原因になるので、アルミニウム合金連続鋳造棒の製造工程には、切削加工で不
均一組織の部分を除去する外周除去工程が必要である。
　そのため、従来は、得られたアルミニウム合金連続鋳造棒を外周除去装置へ投入して鋳
肌部分（“黒皮”とも称する。）を除去している。
【０００４】
　さらに、鋳肌部分（外周部分）を除去されたアルミニウム合金連続鋳造棒は、人間の目
視検査または渦電流による表面検査、超音波またはＸ線を用いた内部検査を組み合わせた
非破壊検査工程によって品質検査が行われる（例えば、非特許文献１参照。）。
【特許文献１】特開昭６３－１０４７５１号公報
【非特許文献１】『超音波技術便覧』日刊工業新聞社、昭和６０年１２月３０日発行、ｐ
７２１～ｐ７３７
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、従来は、アルミニウム合金連続鋳造棒を外周除去装置へ連続的に投入し
ていなかったので、鋳肌部分の除去を生産性よく実施することが困難であった。



(3) JP 4809885 B2 2011.11.9

10

20

30

40

50

　そして、前記各工程がバッチ的な作業で行われているため、定期的な原材料の溶解保持
炉への供給、搬送作業のための束ね、後工程のためのばらしが必要となり、連続的に効率
よくアルミニウム合金連続鋳造棒を製造することができなかった。
　また、製造工程と検査工程とが別々にバッチ処理されていたので、その間の連携が不充
分であり、また、検査結果の製造工程へのフィードバックにタイムラグが発生し、一定品
質のアルミニウム合金連続鋳造棒を連続的に製造することができなかった。
【０００６】
　そこで、鋳肌部分を効率よく除去でき、検査結果の製造工程へのフィードバックを素速
く行って連続的に効率よくアルミニウム合金連続鋳造棒を製造することができないかとの
要望がある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この発明は、以下のような発明である。
　（１）アルミニウム合金用の原材料を溶解させてアルミニウム合金溶湯を得る溶解工程
と、この溶解工程からのアルミニウム合金溶湯を鋳造してアルミニウム合金連続鋳造棒を
得る連続鋳造工程と、この連続鋳造工程で鋳造されたアルミニウム合金連続鋳造棒の表面
部分及び内部を検査する非破壊検査工程とを有し、非破壊検査工程は、アルミニウム合金
連続鋳造棒をプローブ内に貫通させる貫通型渦電流探傷検査工程、およびプローブをアル
ミニウム合金連続鋳造棒の円周方向へ回転させる回転型渦電流探傷検査工程でアルミニウ
ム合金連続鋳造棒の表面部分を検査する第１非破壊検査工程と、アルミニウム合金連続鋳
造棒の内部を検査する第２非破壊検査工程とを有し、貫通型渦電流探傷検査工程で検出し
た欠陥の検出個数を予め設定した第１検出個数判定基準で比較し、また回転型渦電流探傷
検査工程で検出した欠陥の検出個数を予め設定した第２検出個数判定基準で比較して、当
該アルミニウム合金連続鋳造棒が何れの欠陥分布集合に分類されるかを求め、この各欠陥
分布集合に分類されたアルミニウム合金連続鋳造棒の個数を、何れの欠陥分布集合に分類
されるアルミニウム合金連続鋳造棒が多発しているかを判断する集合判定基準と比較して
集合判定基準以上の欠陥分布集合を求め、その結果に基づいて連続鋳造工程の鋳造条件を
制御する制御工程を設けた、ことを特徴とするアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法。
　（２）アルミニウム合金用の原材料を溶解させてアルミニウム合金溶湯を得る溶解保持
炉と、この溶解保持炉からのアルミニウム合金溶湯を鋳造してアルミニウム合金連続鋳造
棒を得る連続鋳造装置と、この連続鋳造装置で鋳造されたアルミニウム合金連続鋳造棒の
表面部分及び内部を検査する非破壊検査装置とを有し、非破壊検査装置は、アルミニウム
合金連続鋳造棒をプローブ内に貫通させる貫通型渦電流探傷検査装置、およびプローブを
アルミニウム合金連続鋳造棒の円周方向へ回転させる回転型渦電流探傷検査装置でアルミ
ニウム合金連続鋳造棒の表面部分を検査する第１非破壊検査装置と、アルミニウム合金連
続鋳造棒の内部を検査する第２非破壊検査装置とを有し、貫通型渦電流探傷検査装置で検
出した欠陥の検出個数を予め設定した第１検出個数判定基準で比較し、また回転型渦電流
探傷検査装置で検出した欠陥の検出個数を予め設定した第２検出個数判定基準で比較して
、当該アルミニウム合金連続鋳造棒が何れの欠陥分布集合に分類されるかを求め、この各
欠陥分布集合に分類されたアルミニウム合金連続鋳造棒の個数を、何れの欠陥分布集合に
分類されるアルミニウム合金連続鋳造棒が多発しているかを判断する集合判定基準と比較
して集合判定基準以上の欠陥分布集合を求め、その結果に基づいて連続鋳造装置の鋳造条
件を制御する制御装置を設けた、ことを特徴とするアルミニウム合金連続鋳造棒の製造設
備。
【発明の効果】
【０００８】
　この発明のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法またはアルミニウム合金連続鋳造棒
の製造設備によれば、品質の安定したアルミニウム合金連続鋳造棒を製造することができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
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【０００９】
　以下、この発明の実施例ついて説明する。
【００１０】
　図１および図２はこの発明の一実施例であるアルミニウム合金連続鋳造棒製造設備の工
程図である。
　図１または図２において、１０１は溶解保持炉（溶解工程）を示し、アルミニウム合金
用の原材料を溶解させ、アルミニウム合金溶湯を得るためのものである。
　２０１は溶湯処理装置（溶湯処理工程）を示し、溶解保持炉１０１からのアルミニウム
合金溶湯中のアルミニウム酸化物および水素ガスを除去するためのものである。
　３０１は連続鋳造装置（連続鋳造工程）を示し、溶湯処理装置２０１からのアルミニウ
ム合金溶湯で、アルミニウム合金連続鋳造棒を鋳造するものである。
【００１１】
　４０１は切断装置（切断工程）を構成する切断機構を示し、連続鋳造装置３０１で鋳造
したアルミニウム合金連続鋳造棒を、定尺に切断するものである。
　４５１は切断装置（切断工程）を構成する再スタート機構を示し、トラブルによって鋳
造を停止した連続鋳造装置３０１の１本またはそれ以上の鋳造ラインを、他の鋳造ライン
に影響を与えることなく再スタートさせるものである。
　５０１は搬送装置（搬送工程）を示し、切断機構４０１で切断されたアルミニウム合金
連続鋳造棒を、次工程の結束装置６０１へ搬送するものである。
　６０１は結束装置（結束工程）を示し、搬送装置５０１で送られてくるアルミニウム合
金連続鋳造棒を予め設定した荷姿、所定本数に段積みする段積み機構６０２と、この段積
み機構６０２で段積みしたアルミニウム合金連続鋳造棒を結束し、次工程の熱処理装置７
０１へ送る結束機構６５１とで構成されている。
【００１２】
　７０１は熱処理装置（熱処理工程）を示し、結束装置６０１からの束ねたアルミニウム
合金連続鋳造棒を、鋳塊組織の均質化および硬さを調整するために熱処理するものである
。
　８０１は解束装置（解束工程）を示し、熱処理装置７０１からのアルミニウム合金連続
鋳造棒の結束を解き、アルミニウム合金連続鋳造棒を１本ずつ扱えるようにばらすもので
ある。
　９０１は整列装置（整列工程）を示し、解束装置８０１で結束を解いたアルミニウム合
金連続鋳造棒を、その長手方向へ１列に整列させるものである。
　１００１は第１矯正機（第１矯正工程）を示し、整列装置９０１からのアルミニウム合
金連続鋳造棒の外周部分、すなわち、鋳肌部分（“黒皮”とも称される。）を、次工程の
外周除去装置１１０１で除去して所望の直径のアルミニウム合金連続鋳造棒を得るために
アルミニウム合金連続鋳造棒の曲がりを矯正するものである。
【００１３】
　１１０１は外周除去装置（外周除去工程）を示し、第１矯正機１００１で曲がりを矯正
したアルミニウム合金連続鋳造棒の外周部分を除去するものである。
　１２０１は切粉破砕機（切粉破砕工程）を示し、外周除去装置１１０１でアルミニウム
合金連続鋳造棒の外周部分を除去する際に発生した切り粉を、溶解保持炉１０１へ戻すた
めに連続的に破砕するものである。
　１３０１は第２矯正機（第２矯正工程）を示し、外周除去装置１１０１で外周部分を除
去されたアルミニウム合金連続鋳造棒の内部を次工程の非破壊検査装置１４０１で検査す
る場合、アルミニウム合金連続鋳造棒の内部を精度よく検査できるようにするためにアル
ミニウム合金連続鋳造棒の曲がりを矯正するものである。
【００１４】
　１４０１は非破壊検査装置（非破壊検査工程）を示し、第２矯正機１３０１で曲がりを
矯正したアルミニウム合金連続鋳造棒に、不合格とすべき欠陥があるかないかを検査する
ものであり、アルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分に欠陥があるかないかを検査する第
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１非破壊検査装置（第１非破壊検査工程）１４１０と、アルミニウム合金連続鋳造棒の内
部に欠陥があるかないかを検査する第２非破壊検査装置（第２非破壊検査工程）である超
音波探傷装置１４５０とで構成されている。
　そして、第１非破壊検査装置（第１非破壊検査工程）１４１０は、貫通型渦電流探傷装
置１４２０と、回転型渦電流探傷装置１４３０とで構成されている。
【００１５】
　１５０１は選別装置（選別工程）を示し、貫通型渦電流探傷装置１４２０の検査の結果
、良品と判定されたアルミニウム合金連続鋳造棒を次の回転型渦電流探傷装置１４３０へ
送り、貫通型渦電流探傷装置１４２０の検査の結果、不良品と判定されたアルミニウム合
金連続鋳造棒を第１貯留場１６１０へ送る第１選別装置（第１選別工程）１５１０と、回
転型渦電流探傷装置１４３０の検査の結果、良品と判定されたアルミニウム合金連続鋳造
棒を次の超音波探傷装置１４５０へ送り、回転型渦電流探傷装置１４３０の検査の結果、
不良品と判定されたアルミニウム合金連続鋳造棒を第２貯留場１６２０へ送る第２選別装
置（第２選別工程）１５２０と、超音波探傷装置１４５０の検査の結果、良品と判定され
たアルミニウム合金連続鋳造棒を次の梱包装置１７０１へ送り、超音波探傷装置１４５０
の検査の結果、不良品と判定されたアルミニウム合金連続鋳造棒を第３貯留場１６３０へ
送る第３選別装置（第３選別工程）１５３０とで構成されている。
【００１６】
　１６０１は貯留場（貯留工程）を示し、第１選別装置１５１０で送られてくる不良品と
判定されたアルミニウム合金連続鋳造棒を貯留する第１貯留場１６１０と、第２選別装置
１５２０で送られてくる不良品と判定されたアルミニウム合金連続鋳造棒を貯留する第２
貯留場１６２０と、第３選別装置１５３０で送られてくる不良品と判定されたアルミニウ
ム合金連続鋳造棒を貯留する第３貯留場１６３０とで構成され、例えば、破砕した後に溶
解保持炉１０１へ戻すためにアルミニウム合金連続鋳造棒を貯留させるものである。
　１７０１は梱包装置（梱包工程）を示し、熱処理されるとともに外周部分が除去され、
非破壊検査で良品と判定されたアルミニウム合金連続鋳造棒を予め設定した荷姿、所定本
数にて梱包するものである。
【００１７】
　２００１は切削制御装置（切削制御工程）を示し、第１非破壊検査装置１４１０の貫通
型渦電流探傷装置１４２０と回転型渦電流探傷装置１４３０との検査結果に基づき、外周
除去装置１１０１の切削条件を制御するものである。
　２１０１は鋳造制御装置（鋳造制御工程）を示し、第２非破壊検査装置である超音波探
傷装置１４５０の検査結果に基づき、連続鋳造装置３０１の鋳造条件を制御するものであ
る。
【００１８】
　図３および図４は溶解保持炉１０１の一例を示す説明図であり、縦断面図に相当する。
　図３または図４において、１０１は溶解保持炉を示し、アルミニウム合金用の原材料を
溶解させて得たアルミニウム合金溶湯１を、図示を省略した支持軸を中心に回動させるこ
とにより、出湯口１０２から溶湯処理装置２０１の樋２０２または樋２０２Ａへ出湯する
ものである。
　図３に示した溶解保持炉１０１は、溶湯処理装置２０１（溢れ防止壁２０２ａを有する
樋２０２）に対する出湯を、出湯面が溶湯処理装置２０１（樋２０２）の被出湯面よりも
高いドロップ出湯方法（機構）で行うものである。
　図４に示した溶解保持炉１０１は、溶湯処理装置２０１（樋２０２Ａ）に対する出湯を
、出湯面が溶湯処理装置２０１（樋２０２Ａ）の被出湯面に連なるレベルフィード出湯方
法（機構）で行うものである。
【００１９】
　図５（ａ），（ｂ）は溶湯処理装置２０１の一例を示す説明図であり、図５（ａ）は縦
断面図に相当し、図５（ｂ）は蓋を取り除いた貯留槽の平面図に相当する。
　図５において、２０１は溶湯処理装置を示し、樋２０２または樋２０２Ａから入湯口２
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０３ａへ供給されるアルミニウム合金溶湯１を貯留部２０３ｂへ溜め、この貯留部２０３
ｂから処理されたアルミニウム合金溶湯１を、出湯口２０３ｃを介して連続鋳造装置３０
１へ出湯する貯留槽２０３と、この貯留槽２０３を覆う蓋２０４とで構成されている。
　そして、貯留槽２０３には、図５（ａ）に示すように、蓋２０４で覆った状態で、アル
ミニウム合金溶湯１を処理することによって浮上したカスを取り出すためのカス取り出し
開口２０３ｄが設けられている。
　また、蓋２０４には、貯留槽２０３を覆った状態で、回転することによって貯留槽２０
３内のアルミニウム合金溶湯１を攪拌しながら、下側（貯留槽２０３内の下側）から処理
ガス（不活性ガス、例えば、アルゴンガス）を噴出する攪拌部材２１０を出し入れするた
めの開口２０４ａが設けられている。
【００２０】
　この発明では、連続鋳造装置３０１へのアルミニウム合金溶湯１の供給量以上の溶解能
力を有する溶解保持炉１０１を、溶湯処理装置２０１に対して複数、少なくとも２基並列
に設置する。
　そして、溶解保持炉１０１の出湯口１０２は、樋２０２または樋２０２Ａによって溶湯
処理装置２０１の入湯口２０３ａと繋がっている。
　したがって、溶解保持炉１０１から出湯したアルミニウム合金溶湯１は、樋２０２また
は樋２０２Ａの中を通って溶湯処理装置２０１へ移送される。
　なお、１つの溶解保持炉１０１から出湯している場合、溶湯処理装置２０１側へのみ、
すなわち、他の溶解保持炉１０１の樋２０２または樋２０２Ａ側へアルミニウム合金溶湯
１が流れないように塞き止めるのが望ましい。
【００２１】
　この発明においては、現在ある溶解保持炉１０１でアルミニウム合金溶湯１を供給して
いる間に、他の溶解保持炉１０１にアルミニウム合金用の原材料を投入して必要な成分調
整、温度調整を実施し、次のアルミニウム合金溶湯１の供給に備える。
　そして、現在アルミニウム合金溶湯１を供給している溶解保持炉１０１内のアルミニウ
ム合金溶湯１が所定量以下になった時点で、準備しておいた他の溶解保持炉１０１へ供給
を切り替える。
　このように各溶解保持炉１０１を交互運転することで、溶湯処理装置２０１へのアルミ
ニウム合金溶湯１の供給を連続的なものにすることが可能になり、その結果、同品種のア
ルミニウム合金連続鋳造棒の連続鋳造が可能になる。
　ここで重要な点は、交互運転の切り替え時に、連続鋳造装置３０１へ供給するアルミニ
ウム合金溶湯１に不連続な状態を作らないことである。
【００２２】
　この発明では、図３に示すように、樋２０２内の被出湯面より高い位置に溶解保持炉１
０１の出湯口１０２を設けておき、溶解保持炉１０１を傾動させてアルミニウム合金溶湯
１を樋２０２内へ供給する、出湯制御をドロップ出湯方法で行うことができる。
　この時、樋２０２に供給されるアルミニウム合金溶湯１は攪乱して空気と接触するため
、アルミニウム酸化物の発生があるものの、これは溶湯処理装置２０１で除去することが
できる。
　なお、アルミニウム合金溶湯１の供給が終了した溶解保持炉１０１は、傾動状態が初期
位置へ戻される。
　ここで、アルミニウム合金溶湯１を供給している時、樋２０２内のアルミニウム合金溶
湯１の被出湯面は溶解保持炉１０１内の出湯面と切り離されている。
【００２３】
　したがって、溶解保持炉１０１の傾動状態と、樋２０２内のアルミニウム合金溶湯１の
液面とは独立している。
　また、溶解保持炉１０１を切り替えて交互運転する場合、切り替え時に複数の溶解保持
炉１０１が樋２０２に繋がった状態となる恐れがある。
　しかし、この方法では、樋２０２内のアルミニウム合金溶湯１の液面は溶解保持炉１０
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１内のアルミニウム合金溶湯１の液面と切り離されているので、樋２０２内のアルミニウ
ム合金溶湯１の液面を意識することなく、アルミニウム合金溶湯１の供給が終了した溶解
保持炉１０１を初期位置へ戻すとともに、次の溶解保持炉１０１を傾動させることができ
る。
【００２４】
　その結果、溶解保持炉１０１の切り替えによる液面変動を抑えることができる。
液面変動が抑えられるので、連続鋳造装置３０１へのアルミニウム合金溶湯１の供給状態
に不連続状態が発生するのを抑えることができる。
　また、この方法の採用により、傾動を大きくして供給終了時の溶解保持炉１０１内にお
けるアルミニウム合金溶湯１の残湯量を減らすことができるので、効率がよくなる。
　そして、この方法の採用により、特別な漏れ機構（部材）または溢れ防止機構（部材）
を使用することなく、アルミニウム合金溶湯１が溶湯処理装置２０１（溢れ防止壁２０２
ａ）の外に溢れ出たり、漏れるのを防止することができる。
【００２５】
　次に、図４に示すレベルフィード出湯方法（出湯制御）は、溶解保持炉１０１内のアル
ミニウム合金溶湯１の出湯面（液面）と、樋２０２Ａの被出湯面（液面）とが連なってい
る。
　そのため、溶解保持炉１０１の切り替え時の傾動動作による液面変動が発生する恐れが
あるが、樋２０２Ａに供給されるアルミニウム合金溶湯１は攪乱されることがないため、
ドロップ出湯方法に比べてアルミニウム酸化物の発生が少なくなる。
【００２６】
　なお、出湯制御は、溶解保持炉１０１の台数と、溶解保持炉１０１の切り替え時の作業
性と、溶湯処理装置２０１の処理能力とを考慮して選択する。
　そして、複数の溶解保持炉１０１の出湯口１０２の状態を監視するため、監視カメラ・
モニターを設置し、確認しながらアルミニウム合金溶湯１の供給操作を行うのが好ましい
。
【００２７】
　次に、溶湯処理装置２０１は、従来のもの、すなわち、貯留槽にカス取り出し開口のな
いものを用いることができるが、アルミニウム合金溶湯１が長期的に連続供給されるので
、図５に示すように、カス取り出し開口２０３ｄを設けるのが好ましい。
　従来の溶湯処理装置では、溶湯処理のためのアルゴンガスの供給を止め、蓋を開けてカ
スを除去しなければならず、作業効率が悪かった。
　しかし、溶湯処理装置２０１は、カス取り出し開口２０３ｄが設けられているので、蓋
２０４をしたままでカスの取り出しが行えることにより、カス取り作業を安全に行うこと
ができる。
【００２８】
　次に、溶解保持炉１０１の出湯口１０２は、樋２０２または樋２０２Ａによって溶湯処
理装置２０１の入湯口２０３ａと繋がっている。
　また、必要に応じて溶湯処理装置２０１の出湯口２０３ｃと連続鋳造装置３０１の入湯
口とは樋によって繋がっている。
　ここで重要な点は、溶湯処理装置２０１に供給されるアルミニウム合金溶湯１の温度変
動を抑えること、および、連続鋳造装置３０１に供給されるアルミニウム合金溶湯１の温
度変動を抑えることである。
　なお、温度条件が変動すると、溶湯処理が不充分になる恐れがあり、溶解保持炉１０１
の温度管理の制御を複雑にする恐れがある。
　しかし、溶解保持炉１０１の切り替えによる温度変動を抑えることで、溶湯処理装置２
０１および連続鋳造装置３０１に供給されるアルミニウム合金溶湯１の温度変動を抑える
ことが実現できる。
【００２９】
　溶解保持炉１０１から溶湯処理装置２０１を経て連続鋳造装置３０１までの間の、アル
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ミニウム合金溶湯１の温度変動を抑えることが好ましく、例えば、平均温度〔℃〕の降下
率を１５％以下（より好ましくは１２％以下）に抑えることが好ましい。
　これにより、各溶解保持炉１０１から連続鋳造装置３０１に供給されるアルミニウム合
金溶湯１の温度のバラツキを抑えることができる。
　また、温度低下が小さいので、各溶解保持炉１０１内の温度を低く保つことができ、溶
解保持炉１０１の温度を必要以上に高温にする必要がないので、アルミニウム合金溶湯１
の温度保持に必要なエネルギーを減少させることができる。
　また、鋳造のためのアルミニウム合金溶湯１の温度を高温とすることが必要な合金種に
対して、容易に充分な温度条件を満たして供給することができる。
【００３０】
　そして、各溶解保持炉１０１から連続鋳造装置３０１までのアルミニウム合金溶湯１の
温度降下を少なくするため、樋２０２，２０２Ａの外側に断熱材を配設し、上部からの放
熱を防ぐために開閉可能な蓋を設けることが好ましい。
　さらに、複数の溶解保持炉１０１から溶湯処理装置２０１までの距離を短くしたり、ま
たは、距離をできるだけ等しくなるように樋２０２，２０２Ａを配置したり、さらに、温
度変化を抑えることができる距離にして、複数の溶解保持炉１０１から溶湯処理装置２０
１に供給されるアルミニウム合金溶湯１の温度のバラツキを抑えるのが好ましい。
　これにより、各溶解保持炉１０１内温度に影響する条件が等しくなるので、各溶解保持
炉１０１の温度制御条件を共通にすることができる。
　その結果、温度管理が容易になり、溶解保持炉１０１の切り替えによる炉の違いによる
温度変動を抑えることができる。
　そして、温度変動が抑えられるので、連続鋳造装置３０１へのアルミニウム合金溶湯１
の供給状態に不連続状態が発生するのを抑えることができ、安定した品質の連続鋳造棒を
安定して製造することができる。
【００３１】
　図６は連続鋳造装置３０１の一例を示す説明図であり、縦断面図に相当する。
　図６において、３０２はアルミニウム合金溶湯１を溜めるタンディッシュを示し、側壁
に開口３０２ａが設けられている。
　３０３は耐火性板状体を示し、タンディッシュ３０２の外側に開口３０２ａを囲むよう
に取り付けられ、開口３０２ａに連通する注湯孔３０３ａが設けられている。
　３０４は筒状の鋳型を示し、中心軸がほぼ水平となるように耐火性板状体３０３に取り
付けられ、鋳型３０４とアルミニウム合金溶湯１との間の円周上へ、耐火性板状体３０３
と鋳型３０４との間から気体を供給する気体供給路３０４ａと、鋳型３０４とアルミニウ
ム合金連続鋳造棒２との間の円周上へ潤滑油を供給する潤滑油供給路３０４ｂと、出口で
アルミニウム合金連続鋳造棒２の周囲へ冷却水を供給する冷却水供給路３０４ｃとが設け
られている。
【００３２】
　なお、耐火性板状体３０３を介したタンディッシュ３０２と鋳型３０４との接続は、ね
じやスプリング、バックルなどの機械的な締め付け機構の他に、電動モータやエアーシリ
ンダなどの動力機構を用いることができる。
　その結果、湯漏れによる鋳造停止を減少させることができ、長時間の連続運転を容易に
実現できる。
　そして、エアーシリンダは、構造的に簡単で設備費も安く、取付に要する時間が短縮で
き、また、安定した押さえ力を得ることができる。
【００３３】
　次に、アルミニウム合金連続鋳造棒２の鋳造について説明する。
　図示を省略した溶湯処理装置２０１からタンディッシュ３０２内へ供給されたアルミニ
ウム合金溶湯１は、耐火性板状体３０３の注湯孔３０３ａから、中心軸がほぼ水平となる
ように保持された鋳型３０４内へ供給され、鋳型３０４の出口で強制冷却されてアルミニ
ウム合金連続鋳造棒２となる。
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【００３４】
　なお、アルミニウム合金連続鋳造棒２の鋳造状態を監視するために監視室を設置し、こ
の監視室で、連続鋳造装置３０１上部に設置した監視カメラによる鋳造状態を、監視でき
るようすることにより、連数が多い場合、監視カメラによって鋳造状態の全体が監視可能
になる。
　特に、アルミニウム合金連続鋳造棒２の鋳肌のシワの発生が大きくなると、鋳造状態が
不安定となって連続運転の妨げとなるので、事前に運転条件の調整を行ってトラブルを未
然に防止することが可能になる。
　そして、鋳造時に発生する蒸気で鋳肌の監視が妨げられないように、観察箇所に排気ブ
ロアーを設置し、充分に鋳肌の監視ができるようにするのが好ましい。
　連続鋳造装置３０１は、ここで述べたもの以外に、従来のものを用いることができる。
【００３５】
　ここで、タンディッシュ３０２内に貯留するアルミニウム合金溶湯１の組成について説
明する。
　アルミニウム合金溶湯１は、Ｓｉを７質量％～１４質量％（より好ましくは８質量％～
１３質量％、さらに好ましくは１２質量％～１３質量％）含有しているのが好ましい。
　他の成分としては、鉄を０．１質量％～０．５質量％、銅を１．０質量％～９．０質量
％、Ｍｎを０質量％～０．５質量％、Ｍｇを０．１質量％～１．０質量％含有しているの
が好ましい。
　特に、Ｓｉを７質量％～１４質量％含有するものは、アルミニウム合金連続鋳造棒２中
のアルミニウムとケイ素とが微細な層状構造を構成するため、機械的特性に優れ、かつ、
硬質なケイ素により耐摩耗性が向上するために好ましい。
【００３６】
　アルミニウム合金連続鋳造棒２の合金成分の組成比は、例えば、ＪＩＳ Ｈ １３０５に
記載されているような光電測光式発光分光分析装置により確認できる。
【００３７】
　図７（ａ），（ｂ）は切断機構４０１の一例を示す説明図であり、図７（ａ）は側面図
に相当し、図７（ｂ）は平面図に相当する。
　図７において、３０５はガイドローラを示し、鋳型３０４の出口付近に設けられ、アル
ミニウム合金連続鋳造棒２の列を支持して誘導するものである。
　３０６はピンチローラ機構を示し、ガイドローラ３０５に隣接させて下流（アルミニウ
ム合金連続鋳造棒２の移動する方向、以下、同じ）に設けられ、上下のローラでアルミニ
ウム合金連続鋳造棒２の列を挟持し、図示を省略した駆動機構によって鋳型３０４の鋳造
速度と同一速度でアルミニウム合金連続鋳造棒２の列を引き出して移送するものである。
【００３８】
　４０２は同調クランプ機構を示し、ピンチローラ機構３０６に隣接させて下流に設けら
れ、アルミニウム合金連続鋳造棒２の列を油圧機構によって押圧把持したり、解放するも
のである。
　４０３は駆動機構を示し、同調クランプ機構４０２の下側に設けられ、同調クランプ機
構４０２をアルミニウム合金連続鋳造棒２の列に沿って上流（アルミニウム合金連続鋳造
棒２の移動する方向と逆方向、以下、同じ）へ駆動したり、同調クランプ機構４０２の動
きを自由にするものである。
　４０４は支持ローラを示し、同調クランプ機構４０２の移動に支障をきたさない下流に
設けられ、アルミニウム合金連続鋳造棒２の列を支持するものである。
【００３９】
　４０５は移動架台を示し、支持ローラ４０４の下流に設けられ、アルミニウム合金連続
鋳造棒２の列に沿って往復動するものである。
　４０６Ａ，４０６Ｂは軌条を示し、移動架台４０５に、アルミニウム合金連続鋳造棒２
の列に直交させて所定間隔で設けられている。
　４０７Ａ，４０７Ｂはモータを示し、モータ４０７Ａは軌条４０６Ａに対応させてアル
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ミニウム合金連続鋳造棒２の列の幅方向の外側の移動架台４０５に設けられ、モータ４０
７Ｂは軌条４０６Ｂに対応させてアルミニウム合金連続鋳造棒２の列の幅方向の外側の移
動架台４０５に設けられている。
　４０８Ａ，４０８Ｂは切断機を示し、モータ４０７Ａ，４０７Ｂによって駆動され、ア
ルミニウム合金連続鋳造棒２の列の半分ずつを切断するものである。
【００４０】
　４０９は移動架台クランプ機構を示し、移動架台４０５に設けられ、アルミニウム合金
連続鋳造棒２の列を油圧機構によって押圧把持したり、解放するものである。
　４１０は駆動機構を示し、移動架台４０５の下側に設けられ、移動架台４０５をアルミ
ニウム合金連続鋳造棒２の列に沿って上流へ駆動したり、移動架台クランプ機構４０９の
動きを自由にするものである。
　４１１は長さ検出器を示し、移動架台４０５の下流側に取り付けられ、切断するアルミ
ニウム合金連続鋳造棒２の長さを検出するものである。
【００４１】
　次に、アルミニウム合金連続鋳造棒２の列の切断について説明する。
　まず、鋳型３０４から出るアルミニウム合金連続鋳造棒２の列は、ガイドローラ３０５
で支持されて誘導された後、ピンチローラ機構３０６によって平列に挟持され、図示を省
略した駆動機構の駆動力によって鋳造速度で移送される。
　そして、移送されるアルミニウム合金連続鋳造棒２の列は、同調クランプ機構４０２で
押圧挟持される。
　このとき、駆動機構４０３は同調クランプ機構４０２の移動を自由にしているので、同
調クランプ機構４０２は、アルミニウム合金連続鋳造棒２の列の移送に伴って移動する。
【００４２】
　この間、移動架台４０５は駆動機構４１０によって上流側、すなわち、ピンチローラ機
構３０６の方向へ移動させられ、所定の位置に達して停止し、駆動機構４１０が移動架台
４０５に対して移動自由な待機状態となる。
　そして、移送されているアルミニウム合金連続鋳造棒２の列の先端が長さ検出器４１１
に当接すると同時に、移動架台クランプ機構４０９がアルミニウム合金連続鋳造棒２の列
を把持し、切断機４０８Ａ，４０８Ｂが作動するが、移動架台４０５はアルミニウム合金
連続鋳造棒２の列とともに移動するので、アルミニウム合金連続鋳造棒２は移送方向に対
して直角に切断される。
【００４３】
　この際、切断機４０８Ａ，４０８Ｂは平行に設けられた２条の軌条４０６Ａ，４０６Ｂ
の上を移動し、アルミニウム合金連続鋳造棒２の列の幅方向の外側から内側へ向かってア
ルミニウム合金連続鋳造棒２の列の半分ずつを切断するので、切断されたアルミニウム合
金連続鋳造棒（３）列の先端は図示のように段違いとなるが、次の切断において切断機４
０８Ａ，４０８Ｂからアルミニウム合金連続鋳造棒（３）列の先端までの長さはいずれも
同一になる。
　そして、切断が終了すると、切断機４０８Ａ，４０８Ｂは、元の位置へ戻り、同時に移
動架台クランプ機構４０９が解放され、移動架台４０５は駆動機構４１０によって上流側
へ移動させられ、所定の位置に達して停止するとともに、駆動機構４１０が移動自由とな
って待機状態になる。
【００４４】
　一方、同調クランプ機構４０２は、移動架台クランプ機構４０９がアルミニウム合金連
続鋳造棒２の列を把持した直後にアルミニウム合金連続鋳造棒２の列を解放し、駆動機構
４０３によって上流側へ移動させられ、所定の位置に達して停止するとともに、駆動機構
４０３が移動自由となって待機状態になる。
　この待機状態の同調クランプ機構４０２は、切断機４０８Ａ，４０８Ｂによるアルミニ
ウム合金連続鋳造棒２の列の切断が終了し、移動架台クランプ機構４０９がアルミニウム
合金連続鋳造棒２の列を解放する直前にアルミニウム合金連続鋳造棒２の列を把持し、ア
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ルミニウム合金連続鋳造棒２の列とともに移動する。
【００４５】
　なお、切断機４０８Ａ，４０８Ｂの鋸刃送りをステップ送り（アルミニウム合金連続鋳
造棒２間の送りなどの非切断時の送りを高速化）させることにより１サイクルの切断時間
を短縮することができる。
　このよう切断機４０８Ａ，４０８Ｂの鋸刃送りをステップ送りすることにより、鋳造速
度の高速化、難切削材の鋳造を可能にすることができる。
【００４６】
　上述したように、この発明の一実施例によれば、一貫した連続工程によってアルミニウ
ム合金連続鋳造棒２を鋳造し、定尺に切断してアルミニウム合金連続鋳造棒（３）を製造
するので、長期間連続でアルミニウム合金連続鋳造棒（３）を効率よく製造することがで
きる。
【００４７】
　図８（ａ），（ｂ）は切断機構４０１などに使用される搬送ガイド機構の一例を示す説
明図であり、図８（ａ）は正面図に相当し、図８（ｂ）は側面図に相当する。
　図８において、４２１は搬送ガイド機構を示し、往復動させられることによってアルミ
ニウム合金連続鋳造棒２（，３）を搬送、ガイドする複数の搬送ガイドローラ４２２と、
この複数の搬送ガイドローラ４２２を回転可能に支持する支持軸４２３と、この支持軸４
２３を支持する一対のブラケット４２４とで構成されている。
　そして、各ブラケット４２４は、上側の前端が後ろへ向かって上昇する傾斜面４２４ａ
とされ、上側の後端が前へ向かって上昇する傾斜面４２４ｂとされている。
【００４８】
　このように各ブラケット４２４の上側の前端および後端にそれぞれ傾斜面４２４ａ，４
２４ｂを設けることにより、前述したように、同調クランプ機構４０２および移動架台ク
ランプ機構４０９の往復動に連動して、搬送ガイド機構４２１がアルミニウム合金連続鋳
造棒２（，３）の長手方向へ往復動する際、アルミニウム合金連続鋳造棒２（，３）がブ
ラケット４２４に衝合しても、アルミニウム合金連続鋳造棒２（，３）を折り曲げたり、
アルミニウム合金連続鋳造棒２（，３）を列から外すなどのトラブルが発生するのを防止
することができる。
　したがって、アルミニウム合金連続鋳造棒２（，３）を折り曲げるなどのトラブルによ
り、鋳造を停止させるのを少なくすることができるので、より安定した長期間連続運転が
可能となる。
【００４９】
　図９（ａ），（ｂ），（ｃ）は再スタート機構４５１の一例を示す説明図であり、図９
（ａ）は側面図に相当し、図９（ｂ）は平面図に相当し、図９（ｃ）は拡大側面図に相当
する。
　なお、図７におけるピンチローラ機構３０６の位置に再スタート機構４５１が設けられ
ているが、再スタート機構４５１の後に、ピンチローラ機構３０６を設けてもよい。
　図９において、４５２は架台を示し、ガイドローラ３０５の下流の、アルミニウム合金
連続鋳造棒２の列の両側に対向させて設けられている。
　４５３Ａ，４５３Ｂは軌条を示し、アルミニウム合金連続鋳造棒２の列に直交させて所
定間隔で、架台４５２間に設けられている。
　４５４はスクリュー棒を示し、アルミニウム合金連続鋳造棒２の列に直交させて所定間
隔で、架台４５２間に軌条４５３Ａ，４５３Ｂに平行させて設けられている。
【００５０】
　４５５は駆動モータを示し、一方の架台４５２に取り付けられ、スクリュー棒４５４を
正回転または逆回転させるものである。
　４５６は取付台を示し、螺合したスクリュー棒４５４の回転により、軌条４５３Ａ，４
５３Ｂに沿ってアルミニウム合金連続鋳造棒２の列に直交した方向へ移動できるものであ
る。



(12) JP 4809885 B2 2011.11.9

10

20

30

40

50

　４５７は支持台を示し、取付台４５６の上部に取り付けられている。
　４５８はアームを示し、アルミニウム合金連続鋳造棒２と同一平面内で一端側が斜め下
方の下流側へ延びるように、他端側（基端側：上端側）が支持台４５７に回動自在に取り
付けられている。
　４５９はシリンダを示し、中間部分が支持台４５７に回動自在に取り付けられ、ロッド
４５９ａの先端がアーム４５８の一端側に回動自在に取り付けられている。
【００５１】
　４６０はフィードローラを示し、アーム４５８の一端に取り付けられ、外周がアルミニ
ウム合金連続鋳造棒２の外周に当接し、アルミニウム合金連続鋳造棒２を下流側へ送るも
のである。
　４６１は駆動モータを示し、取付台４５６に搭載され、外周がアルミニウム合金連続鋳
造棒２の外周に当接するフィードローラ４６０を駆動するとともに、その送り速度をゼロ
から、少なくともアルミニウム合金連続鋳造棒２の鋳造速度（搬送速度）の範囲内で自由
に調整できるものである。
　４６２は支持ローラを示し、フィードローラ４６０が押圧するアルミニウム合金連続鋳
造棒２を支持するものである。
【００５２】
　次に、再スタート機構４５１の動作について説明する。
　定常状態においては、前述したように、鋳造速度（搬送速度）でアルミニウム合金連続
鋳造棒２を順次搬送し、所定の長さに切断している。
　この際、アルミニウム合金連続鋳造棒２の一部（１本または複数本）にトラブルが発生
した場合、あるいは、鋳型３０４の交換が必要になった場合、例えば、同調クランプ機構
４０２および／または移動架台クランプ機構４０９を開放し、そのアルミニウム合金連続
鋳造棒２を除去する。
　そして、鋳型３０４を検査し、調整するとともに、必要に応じて鋳型３０４を交換し、
スタート用のダミーバーを鋳型３０４にセットする。
　次に、駆動モータ４５５でスクリュー棒４５４を回転させて取付台４５６をダミーバー
の位置へ移動させるとともに、フィードローラ４６０をダミーバーの上方に位置させた後
、シリンダ４５９を伸長させてアーム４５８の俯角を大きくし、フィードローラ４６０を
ダミーバーへ所定の押圧力で圧接させ、ダミーバーをフィードローラ４６０と支持ローラ
４６２とで挟持する。
【００５３】
　そして、鋳造をスタートさせると同時に、駆動モータ４６１でフィードローラ４６０を
回転させ、ダミーバーを搬送方向へ搬送する。
　この際、再スタート後の鋳造速度（搬送速度）を次第に高め、定常の搬送速度、すなわ
ち、他のアルミニウム合金連続鋳造棒２の搬送速度になるように、駆動モータ４６１の回
転数を調整する。
　次に、定常の搬送速度にフィードローラ４６０の回転数が達したことを確認した後、同
調クランプ機構４０２または移動架台クランプ機構４０９でダミーバーをクランプすると
ともに、シリンダ４５９を収縮させてフィードローラ４６０を持ち上げて駆動モータ４６
１を停止させることにより、再スタートしたアルミニウム合金連続鋳造棒２をアルミニウ
ム合金連続鋳造棒２の列に復帰させる。
【００５４】
　このように、切断装置が再スタート機構４５１を備えていると、トラブルが発生した鋳
型３０４を点検、調整、または、交換してアルミニウム合金連続鋳造棒２を鋳造させるこ
とができるので、設定本数のアルミニウム合金連続鋳造棒２を連続して効率よく鋳造する
ことができる。
【００５５】
　図１０は搬送装置５０１の一例を示す説明図であり、平面図に相当する。
　搬送装置５０１はアルミニウム合金連続鋳造棒３を長手方向に搬送する機構と、横方向
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に搬送する機構とを組み合わせたものである。
　この組合せにより、次工程への搬送だけでなく、搬送時のバッファ効果も有するので、
前後工程の処理スピード差の調整、トラブル発生時の滞留処理などができる。
　この搬送装置５０１を製造工程間に適切に配設することにより、安定した長期間連続運
転が可能となる。
　図１１（ａ），（ｂ）は搬送機構５０１に使用する搬送ローラの一例を示す説明図であ
り、図１１（ａ）は正面図に相当し、図１１（ｂ）は一部を拡大した側面図に相当する。
　図１０または図１１において、５０２は長手方向へ搬送する機構の一例であるところの
搬送ローラを示し、図示を省略した駆動機構により、切断されたアルミニウム合金連続鋳
造棒３を長手方向へ搬送するものである。
　そして、各搬送ローラ５０２には、アルミニウム合金連続鋳造棒３に引っ掛かるように
接触してアルミニウム合金連続鋳造棒３を搬送し、送られてくるアルミニウム合金連続鋳
造棒３が乗り越えられるように、上流側から下流側へ上昇する傾斜面５０３ａを有する複
数の突条５０３が、外周の軸方向へ所定間隔で設けられている。
【００５６】
　５０４はストッパを示し、搬送ローラ５０２で長手方向へ搬送されるアルミニウム合金
連続鋳造棒３を停止させるものである。
　５０５は横方向へ搬送する機構の一例であるところの横搬送コンベアを示し、スラット
コンベアで構成され、アルミニウム合金連続鋳造棒３を長手方向と直交する横方向へ搬送
するものであり、アルミニウム合金連続鋳造棒３を一時的に貯える貯留機能を有している
。
　５０６は送り出し機構を示し、横搬送コンベア５０５で送られてくるアルミニウム合金
連続鋳造棒３を、例えば、４本ずつ縦搬送コンベア５０７へ持ち上げて送り出すものであ
り、後述する結束装置６０１で使用する送り出し機構６０３と同様な構成とされている。
　５０７は縦搬送コンベアを示し、送り出し機構５０６からのアルミニウム合金連続鋳造
棒３を、次工程の結束装置６０１へ縦方向、すなわち、アルミニウム合金連続鋳造棒３の
長手方向へ搬送するものである。
【００５７】
　次に、アルミニウム合金連続鋳造棒３の搬送について説明する。
　まず、各搬送ローラ５０２を回転させて切断されたアルミニウム合金連続鋳造棒３を長
手方向へ送り、ストッパ５０４へ突き当てた後、搬送ローラ５０２を停止させる。
　そして、図１０において図示が省略されているが、搬送ローラ５０２の搬送経路内に位
置させた横搬送コンベア５０５の部分を上昇させ、アルミニウム合金連続鋳造棒３を順次
横方向へ送り出し機構５０６まで搬送する。
　なお、アルミニウム合金連続鋳造棒３を横方向へ搬送している間に曲がり具合を監視し
、あまりにも曲がりが大きかったりする不良品であるアルミニウム合金連続鋳造棒３を、
例えば、目視で判定して取り出すのが好ましい。
　次に、送り出し機構５０６を所定間隔、すなわち、アルミニウム合金連続鋳造棒３を長
手方向へ重ねないで並べる間隔で作動させ、４本ずつのアルミニウム合金連続鋳造棒３を
縦搬送コンベア５０７へ順次送り出し、次工程の結束装置６０１へアルミニウム合金連続
鋳造棒３を搬送する。
【００５８】
　例えば、搬送装置５０１を切断機構４０１と段積み機構６０２との工程間に配設すると
、このように、横搬送コンベア５０５を使用してアルミニウム合金連続鋳造棒３を搬送す
るので、後工程の結束装置６０１などでトラブルが発生した場合、トラブルが解消される
までの間、アルミニウム合金連続鋳造棒３を貯留させることにより、アルミニウム合金連
続鋳造棒２，３の鋳造を連続運転させることができる。
【００５９】
　図１２、図１３、図１４は結束装置６０１の一例を示す説明図であり、図１２は平面図
に相当し、図１３は正面図に相当し、図１４は側面図に相当する。
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　これらの図において、結束装置６０１は、アルミニウム合金連続鋳造棒３を段積みする
段積み機構６０２と、この段積み機構６０２で段積みされたアルミニウム合金連続鋳造棒
３の複数個所を結束する結束機構６５１とで構成されている。
　そして、結束機構６５１は、移送機構６６０により、アルミニウム合金連続鋳造棒３の
長さ方向の所定位置へ移送され、停止させられる。
【００６０】
　そして、段積み機構６０２は、縦搬送コンベア５０７で送られ、ストッパ５０８で停止
させられているアルミニウム合金連続鋳造棒３を、例えば、４本ずつ持ち上げて送り出す
送り出し機構６０３と、この送り出し機構６０３からのアルミニウム合金連続鋳造棒３の
両端部分のみを支持して受け取り、アルミニウム合金連続鋳造棒３の自重を利用してアル
ミニウム合金連続鋳造棒３を回転および／または滑らせて移送する傾斜面を有した受渡機
構６０４と、この受渡機構６０４からのアルミニウム合金連続鋳造棒３の両端部分のみを
支持して受け取り、アルミニウム合金連続鋳造棒３の自重を利用してアルミニウム合金連
続鋳造棒３を回転および／または滑らせて移送する傾斜面を有した移送機構６０５と、こ
の移送機構６０５で送られてくるアルミニウム合金連続鋳造棒３を、移送機構６０５の中
央部分で停止させる第１ストッパ６０６と、この第１ストッパ６０６で停止させられてい
るアルミニウム合金連続鋳造棒３を１本ずつ計数して送り出す計数送り出し機構６０７と
、この計数送り出し機構６０７で計数され、移送機構６０５で移送されてくるアルミニウ
ム合金連続鋳造棒３を停止させる第２ストッパ６０８と、この第２ストッパ６０８で長さ
方向と直交する方向へ連なるように停止させられているアルミニウム合金連続鋳造棒３の
本数が設定本数になったならば、そのアルミニウム合金連続鋳造棒３を両端で支持して移
送する移送機構６０９と、この移送機構６０９で移送したアルミニウム合金連続鋳造棒３
を両端部分で支持して所定段数積み重ねる積み重ね機構６１０とで構成されている。
【００６１】
　次に、結束装置６０１の動作について、後ろの工程がバッチ処理的な熱処理である例に
基づいて説明する。
　まず、縦搬送コンベア５０７で送られ、ストッパ５０８で停止させられているアルミニ
ウム合金連続鋳造棒３は、図１２に示すように、縦搬送コンベア５０７上では曲がりの方
向がバラバラになっている。
　このアルミニウム合金連続鋳造棒３を送り出し機構６０３で４本ずつ持ち上げ、傾斜面
を利用して受渡機構６０４へ送り出すと、受渡機構６０４は、アルミニウム合金連続鋳造
棒３の両端部分を支持しながらアルミニウム合金連続鋳造棒３の自重および傾斜面を利用
してアルミニウム合金連続鋳造棒３を回転および／または滑らせ、移送機構６０５へと渡
し、移送機構６０５にアルミニウム合金連続鋳造棒３の両端部分を支持させる。
【００６２】
　そして、移送機構６０５がアルミニウム合金連続鋳造棒３の両端部分を支持しながらア
ルミニウム合金連続鋳造棒３の自重および傾斜面を利用してアルミニウム合金連続鋳造棒
３を回転および／または滑らせることにより、各アルミニウム合金連続鋳造棒３は、第１
ストッパ６０６の位置へ到達する前に、図１３に示すように、曲がりが下側へ向くように
揃えられた後、第１ストッパ６０６で停止させられる。
　このようにして第１ストッパ６０６で停止させられたアルミニウム合金連続鋳造棒３は
、計数送り出し機構６０７で１本ずつ計数された後、例えば、第１ストッパ６０６を乗り
越えるように両端部を支持されて移送機構６０５の下流側へ送り出されるので、第２スト
ッパ６０８の位置まで滑って停止する。
【００６３】
　そして、図１３に示すように、曲がりが下側へ向くように揃った状態で、第２ストッパ
６０８で停止させられたアルミニウム合金連続鋳造棒３が平面状に設定本数並んだ状態に
なると、移送機構６０９がそのアルミニウム合金連続鋳造棒３の両端を揃えるように挟ん
で積み重ね機構６１０まで移送して順次積み重ねる。
　このようにして積み重ね機構６１０に積み重ねたアルミニウム合金連続鋳造棒３の段数
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が設定段数になると、段積みされたアルミニウム合金連続鋳造棒３は、移送機構６６０に
よってアルミニウム合金連続鋳造棒３の長さ方向へ移送される結束機構６５１によって長
さ方向の数カ所を結束バンド６５２で結束された後、次工程の熱処理装置７０１へと搬送
される。
　この発明における、支持する両端部とは、この作用が得られる範囲で両端より内側の範
囲を含む。
【００６４】
　このように、結束装置６０１では、アルミニウム合金連続鋳造棒３の両端部分を支持し
て搬送したり、段積みするので、図１３に示すように、アルミニウム合金連続鋳造棒３の
曲がりが下側へ湾曲状態で搬送され、段積みされる。
　したがって、結束した状態の各アルミニウム合金連続鋳造棒３は、曲がり方向が同じと
なるので、隙間なく段積みすることができ、荷崩れがおきるのを防止することができる。
　なお、移送機構６０５は、アルミニウム合金連続鋳造棒３の両端部分のみを支持するコ
ンベアで構成してもよい。
　また、計数送り出し機構６０７を単なる計数器とし、第２ストッパ６０８を、計数器の
出力でアルミニウム合金連続鋳造棒３を停止させたり、アルミニウム合金連続鋳造棒３の
移動を自由にさせて滑らせる構成にしてもよい。
　さらに、処理の流れを管理するため、結束装置６０１付近に監視カメラを設置し、結束
装置６０１周辺でのトラブルを監視できるようするのが好ましい。
【００６５】
　上記のようにして段積みされたアルミニウム合金連続鋳造棒３は、熱処理装置７０１の
熱処理炉内へ搬送され、バッチ熱処理を行った後、熱処理炉から搬出され、解束装置８０
１へと搬送され、結束を解き、アルミニウム合金連続鋳造棒３を１本ずつ扱えるようにば
らす。
　なお、段積み、結束処理を省略する場合、熱処理は、アルミニウム合金連続鋳造棒３を
１本ずつ移動熱処理炉内を通過させる方法で行ってもよい。
　そして、図示は省略するが、結束を解いたアルミニウム合金連続鋳造棒３を、解束装置
８０１から図１０に示す搬送機構、または、横方向へコンベアで搬送してストッパへ突き
当てて停止させた後、例えば、段積み機構６０２と同様の構成を有する整列装置９０１を
用いて、アルミニウム合金連続鋳造棒３を長手方向へ搬送するコンベアに送り込み、アル
ミニウム合金連続鋳造棒３を長手方向に整列させ、その状態で、アルミニウム合金連続鋳
造棒３を後工程（矯正機または外周除去装置または非破壊検査装置）へ投入する。
　整列状態は、後工程の投入口に合わせるのが好ましく、例えば、１列とすることができ
る。
　整列装置９０１はアルミニウム合金連続鋳造棒３を長手方向に搬送する機構と、横方向
に搬送する機構とを組み合わせたものである。
　この組合せにより、次工程への搬送だけでなく、搬送時のバッファ効果も有するので、
前後工程の処理スピード差の調整、トラブル発生時の滞留処理などができる。
　この整列装置９０１を製造工程間に適切に配設することにより、安定した長期間連続運
転が可能となる。
【００６６】
　以上のようにして鋳造、切断されたアルミニウム合金連続鋳造棒３は、表面に逆偏析層
を代表とした不均一組織が形成されている。
　この不均一組織の個所は、塑性加工で割れなどの原因になるので、除去する必要がある
。
　しかし、鋳造した状態の細径のアルミニウム合金連続鋳造棒３は長さ方向に曲がりを有
しており、鋳造後に熱処理を施した場合、さらに曲がりは大きくなり、例えば、直径が６
０ｍｍ以下の細径では外周除去装置１１０１、非破壊検査装置１４０１へ投入するに際し
て無視できないレベルとなる。
【００６７】
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　例えば、外周除去装置１１０１の、外周面削加工において被切削材であるアルミニウム
合金連続鋳造棒３に曲がりが、例えば、５ｍｍ／１０００ｍｍ以上存在すると、外周切削
時に偏芯が起こって外周部に削り残しが生じたり、削りが不均一になる原因となる。
　そこで、表面状態の品質を一定に保ったアルミニウム合金連続鋳造棒３を連続一貫製造
するためには、アルミニウム合金連続鋳造棒３の曲がりを５ｍｍ／１０００ｍｍ未満（好
ましくは、２ｍｍ／１０００ｍｍ以下）にした状態で外周除去装置１１０１へ投入するの
が望ましい。
　その結果、安定した一貫連続運転をより容易に実施できる。
　ここで、ＡＡＡｍｍ／１０００ｍｍとは、長手方向１０００ｍｍに対して曲がり量がＡ
ＡＡｍｍであることを意味する。
【００６８】
　また、曲がりが１ｍｍ／１０００ｍｍ以上になると、非破壊検査装置１４０１としての
渦電流探傷装置の検出器と被検査面であるアルミニウム合金連続鋳造棒３側面との隙間に
バラツキが生じ、検出結果にバラツキが生じる恐れがある。
　また、非破壊検査装置１４０１などの投入口に設けられている、隙間のバラツキを抑え
るためのガイドブッシュを通過させる際、ガイドブッシュに接触してアルミニウム合金連
続鋳造棒３の表面に傷が付いてしまう恐れがある。
　そして、曲がりが５ｍｍ／１０００ｍｍ以上になると、アルミニウム合金連続鋳造棒３
の搬送ガタが大きく、ガイドブッシュ通過時の通材性が悪くなるので、超音波検査で表面
波、底面波を欠陥エコーとして検出しまうなどの問題が生じる。
　そこで、曲がりを５ｍｍ／１０００ｍｍ未満（より好ましくは、２ｍｍ／１０００ｍｍ
以下、さらに好ましくは、０．５ｍｍ／１０００ｍｍ以下）に抑えられていることが望ま
しい。
　その結果、安定した一貫連続運転をより容易に実施できる。
【００６９】
　上記のようにアルミニウム合金連続鋳造棒３の曲がりを矯正する矯正機は、ロール矯正
機を用いることが好ましい。
　これは、例えば、側面が凹形状のローラと、側面が凸形状のローラとの間にアルミニウ
ム合金連続鋳造棒３を通過させることによって曲がりを小さくするものであり、凹形状ロ
ーラ、凸形状ローラを矯正条件に合わせて選択するのが好ましい。
　そして、加工条件は、ロール角度、圧下荷重、ローラの回転数を調整することによって
設定する。
　その結果、曲がりが減少するので、搬送時、装置への投入持のトラブルが減少するため
、一貫連続運転をより容易に実施できる。
【００７０】
　図１５（ａ），（ｂ）は第１矯正機１００１の一例を示す説明図であり、図１５（ａ）
は平面図に相当し、図１５（ｂ）は側面図に相当する。
　図１５において、１００２はロール対を示し、平面に見て軸線が交差するように配設さ
れた上下一対の凹形ローラ１００３、凸形ローラ１００４で構成され、隣り合うロール対
１００２同士は、矯正すべきアルミニウム合金連続鋳造棒３の外径に対応させた最適値に
設定されている。
　αはロール角度を示す。
【００７１】
　次に、アルミニウム合金連続鋳造棒３の曲がりの矯正について説明する。
　まず、各ロール対１００２の各ローラ１００３，１００４の少なくとも一方を、図示を
省略した駆動機構で回転させる。
　そして、例えば、右端のロール対１００２の各ローラ１００３，１００４の間へアルミ
ニウム合金連続鋳造棒３を導入することにより、アルミニウム合金連続鋳造棒３は回転し
ながら左側へ送られ、曲がりを矯正されるとともに、真円に矯正される。
【００７２】
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　ロール角度αを調整することにより、アルミニウム合金連続鋳造棒３と凹形ローラ１０
０３との接触距離が調整されるので、鋳造された状態のアルミニウム合金連続鋳造棒３の
断面が真円でなかった場合でも、効率よく曲がりを矯正することができる。
【００７３】
　このようにして曲がりを矯正されたアルミニウム合金連続鋳造棒３の、除去すべき鋳肌
の一例である逆偏析層は、鋳造時のアルミニウム合金連続鋳造棒３の組成、鋳型の構造、
鋳造条件などによってその範囲がきまる。
　例えば、その厚さは、表面から１ｍｍ程度までの範囲である。
　なお、表面から１ｍｍ程度までの範囲は、アルミニウム合金溶湯１が鋳型３０４、潤滑
油、気体と接触することによる欠陥が発生している可能性の有る範囲であり、除去すべき
鋳肌の別の一例である。
　したがって、上記の領域の２倍以上、すなわち、表面から２ｍｍ以上の鋳肌を除去する
のが好ましい。
【００７４】
　図１６（ａ），（ｂ）は外周除去装置１１０１の一例を示す説明図であり、図１６（ａ
）は切削刃駆動機構を除いた斜視図に相当し、図１６（ｂ）は支持ローラを示す側面図に
相当する。
　図１６において、１１１１は搬送ローラを示し、側面から見てアルミニウム合金連続鋳
造棒３を上下分割で搬送保持する４つで構成され、隣り合う搬送ローラ１１１１同士は、
搬送するアルミニウム合金連続鋳造棒３の長さに応じて所定間隔に設定されている。
　１１１６は切削刃を示し、搬送ローラ１１１１で長手方向へ搬送されるアルミニウム合
金連続鋳造棒３の円周上に、外周部分を削り残しがなく切削できるように、９０度分割で
４つ配設され、図示を省略した切削刃駆動機構で回転駆動される。
　１１１７は外周を除去されるアルミニウム合金連続鋳造棒３をガタつかないように支持
する支持ローラ、１１１８は外周を除去されたアルミニウム合金連続鋳造棒４をガタつか
ないように支持する支持ローラを示し、各支持ローラ１１１７，１１１８はアルミニウム
合金連続鋳造棒３，４を６０度分割で支持する。
【００７５】
　次に、アルミニウム合金連続鋳造棒３の外周除去について説明する。
　まず、各搬送ローラ１１１１を、図示を略した駆動機構で回転させるとともに、図示を
省略した切削刃駆動機構で切削刃１１１６を回転させる。
　そして、搬送ローラ１１１１の間へアルミニウム合金連続鋳造棒３を導入することによ
り、アルミニウム合金連続鋳造棒３は、順次搬送ローラ１１１１で左側へ送られ、回転す
る切削刃１１１６で外周部分（不均一組織である鋳肌）を削り残しなく切削され、所定の
外径のアルミニウム合金連続鋳造棒４となる。
【００７６】
　この外周除去装置１１０１によれば、従来用いられている旋盤に比べ、被切削体（アル
ミニウム合金連続鋳造棒３）が旋回せず、切削機構部（カッターヘッド、切削刃）が回転
し、被切削体は搬送ローラ１１１１対で推進力を与えられ、切削機構部を通過することで
切削が完了するため、ハンドリング時間がゼロで連続的に加工を行えること、被切削体の
旋回加工はハンドリングの制約上、被切削体の長さが有限になるが、この外周除去加工（
ピーリング加工）は、理論的には被切削体の長さが無限であることから生産性がよく、ピ
ーリングマシンが有利である。
　特に細径材（例えば、直径２０ｍｍ～１００ｍｍ）では被切削体自身が有する曲がりが
大きいため、削り残しの問題の起き易い被切削体の旋回加工よりもピーリング加工の方が
有利である。
　また、外周除去装置１１０１において鋳肌を除去する際に発生した切粉を切粉破砕機１
２０１で微小に連続的に破砕し、溶解保持炉１０１へ、例えば、加圧エアを用いて圧送す
るのが好ましい。
　その結果、発生した切粉を一次的に貯留し、オペレータが貯留した切粉をフォークリフ
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トなどで運搬する手間がなくなるため、一貫連続運転をより容易に実施できる。
【００７７】
　上記のようにしてアルミニウム合金連続鋳造棒３の外周部分を外周除去装置１１０１で
除去すると、切削時の抵抗などにより、例えば、３ｍｍ／１０００ｍｍ以上の曲がりが、
アルミニウム合金連続鋳造棒４に発生する場合がある。
　また、外周除去装置１１０１で切削されたアルミニウム合金連続鋳造棒４には、表面に
切削模様、例えば、１００μｍ程度の凹凸が存在する。
　この切削模様は、アルミニウム合金連続鋳造棒４の加工条件により、鍛造成形品に模様
として残る場合がある。
【００７８】
　そこで、第１矯正機１００１と同じ構成の第２矯正機１３０１でアルミニウム合金連続
鋳造棒４の曲がりを矯正したり、切削模様をなくす必要がある。
　ロール角度αを調整することにより、アルミニウム合金連続鋳造棒４の曲がりが小さく
、かつ、切削模様がほとんどなくなり、鏡面に近い状態となるので、一貫連続運転をより
容易に実施できる。
【００７９】
　上記のように外周部分を除去され、曲がりを矯正したアルミニウム合金連続鋳造棒４の
表面部分および内部に欠陥があると、塑性加工した製品が不良品となるので、アルミニウ
ム合金連続鋳造棒４の内部に欠陥があるかないかを非破壊検査装置１４０１で検査する必
要がある。
　この内部検査は、鋳塊のままで行うことも可能であるが、鋳塊表面の凹凸が外乱となり
、検査精度に影響するので、アルミニウム合金連続鋳造棒４の表面状態が整った外周除去
工程の後に行うのが好ましい。
　そして、非破壊検査装置１４０１は、第１非破壊検査装置１４１０と、超音波探傷装置
１４５０（第２非破壊検査装置）とで構成するのが好ましい。
　また、第１非破壊検査装置１４１０は、貫通型渦電流探傷装置１４２０と、回転型渦電
流探傷装置１４３０とで構成するのが好ましい。
　しかし、第１非破壊検査方法（装置）は、アルミニウム合金連続鋳造棒４の表面画像を
処理して表面部分欠陥を検出する画像処理検査方法（装置）、目視によってアルミニウム
合金連続鋳造棒４の表面部分欠陥を検出する目視検査方法であってもよい。
　そして、第１非破壊検査方法（装置）は、渦電流検査方法（装置）、画像処理検査方法
（装置）、目視検査方法等の同種から選ばれる少なくとも１つを含むものであればよい。
【００８０】
　まず、渦電流探傷装置は、電磁誘導現象を利用して被検査材表面に発生した渦電流の変
化によって欠陥の有無を判定するものである。
　渦電流探傷検査装置は、検出器であるコイルと、信号処理手段と、予め設定した条件と
処理信号とを比較して合否判定し合否結果を出力する判定手段とを有する。
　そして、貫通型渦電流探傷装置１４２０は、コイル内を被検査材（アルミニウム合金連
続鋳造棒４）が貫通していく過程で発生する渦電流の変化を検出するものである。
　この貫通型渦電流探傷装置１４２０は、表面から表層部の範囲、例えば、表面下３ｍｍ
以内の範囲の検査に用いるのが好ましく、また、渦電流を発生させるために使用するコイ
ルの励磁周波数を調整することにより、検査範囲を設定することができる。
【００８１】
　一方、回転型渦電流探傷装置１４３０は、被検査材（アルミニウム合金連続鋳造棒４）
の周囲に配置した小さなコイルが回転することにより、被検査材の表面に発生する渦電流
の変化を検出するものである。
　この回転型渦電流探傷装置１４３０は、プローブを小さくすることができるため、微小
欠陥、例えば、表面下１ｍｍ以内（極表面）の範囲の欠陥の検出が可能であり、また、渦
電流を発生させるために使用するコイルの励磁周波数を調整することにより、検査範囲を
設定することができる。
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　なお、超音波探傷装置１４５０は表面部、例えば、表面下２ｍｍ以内に不感帯を有する
ので、この不感帯を補完するため、貫通型渦電流探傷装置１４２０と回転型渦電流探傷装
置１４３０とからなる第１非破壊検査装置１４１０を用いる。
【００８２】
　次に、第２非破壊検査装置として超音波探傷装置１４５０を用いるのが好ましい。
　超音波探傷検査装置は、探触子と、信号処理手段と、予め設定した条件と処理信号とを
比較して合否判定し合否結果を出力する判定手段とを有する。
　この超音波探傷は探触子から照射された超音波の被検査体（アルミニウム合金連続鋳造
棒４）中での挙動により内部検査を行うことができるからである。
　内部検査の方式としては、他にＸ線透過検査があるが、Ｘ線を発生させるために高電圧
装置が必要なことなど、設備の管理に手間がかかる。
　また、Ｘ線透過検査は、その原理上、異物、空洞などの体積を有する欠陥の検出能力が
高いが、例えば、Ｘ線を照射した時の透過面の大きさがアルミニウム合金連続鋳造棒４の
直径の０．５％以下のような割れなどの欠陥が検出しにくいものである。
　一方、超音波探傷は割れに対しても検出能力が高く、また、検出した電気信号を処理す
ることにより、画像処理が必要なＸ線と比較して、欠陥の自動判定が容易に可能となり、
検査の精度が高く安定した検査ができる。
　なお、第２非破壊検査方法（装置）は、Ｘ線検査方法（装置）、超音波検査方法（装置
）から選ばれる少なくとも１つであればよい。
【００８３】
　この発明で利用する超音波探傷方法としては、反射法、透過法、斜角法、表面波法、共
振法、直接接触法などがあり、媒質としては、例えば、水、機械油、水ガラス、グリース
、ワセリンなどが用いられる。
　また、測定方法としては、接触法、水浸法、パルス波法、連続波法、２探触子法、１探
触子法、多重反射法などを挙げることができる。
　この発明の方法としては、パルス状の超音波信号を送り出して反射もしくは透過する信
号を受け、その受信信号の変化（反射、遮蔽、減衰）から欠陥の存在を検知する方法を用
いることができる。
【００８４】
　図１７は非破壊検査方法である、超音波パルス反射法による垂直探傷方法の説明図であ
る。
　なお、アルミニウム合金連続鋳造棒４の下側には、表示部に表示される各反射波（エコ
ー）をアルミニウム合金連続鋳造棒４に対応させて図示してある。
　図１７において、１４５１は信号処理手段の一例を有する反射型超音波探傷装置を示し
、同期信号、掃引信号および距離目盛り信号を出力する同期部１４５２と、この同期部１
４５２からの同期信号に同期した超高周波信号の電圧を出力する送信部１４５３と、この
送信部１４５３からの超高周波信号の電圧に基づいた超高周波信号をアルミニウム合金連
続鋳造棒４に向けて送出するとともに、アルミニウム合金連続鋳造棒４の表面、欠陥４ａ
などからの反射波を捕捉して電圧に変換する探触子１４５４と、送信部１４５３の出力を
探触子１４５４へ供給したり、探触子１４５４の反射波を捕捉した電圧を、後述する受信
部１４５６へ供給する切換部１４５５と、この切換部１４５５を介した、反射波を捕捉し
た探触子１４５４の電圧を増幅して出力する受信部１４５６と、この受信部１４５６の出
力、同期部１４５２の掃引信号および距離目盛り信号に基づいて反射波の時間的変化を表
示する表示部１４５７とで構成されている。
　Ｓｓは表面エコー範囲、Ｓはアルミニウム合金連続鋳造棒４の表面エコー、Ｆｓはアル
ミニウム合金連続鋳造棒４の探傷エコー範囲、Ｆはアルミニウム合金連続鋳造棒４の欠陥
４ａに基づく欠陥エコー、Ｂｓは底面エコー範囲、Ｂはアルミニウム合金連続鋳造棒４の
底面エコー、Ｎは探傷エコー範囲Ｆｓの両側に位置する不感帯を示す。
　なお、表示部１４５７の波形は、表面エコーＳで同期をとって表示したものである。
【００８５】
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　次に、アルミニウム合金連続鋳造棒４の欠陥４ａの探傷について説明する。
　まず、表面エコー範囲Ｓｓの表面エコーＳが閾値を越えると、探傷を開始する。
　そして、底面エコー範囲Ｂｓの底面エコーＢが閾値を下回ると、探傷を終了する。
　したがって、表面エコー範囲Ｓｓと底面エコー範囲Ｂｓとの間の探傷エコー範囲Ｆｓに
、閾値を越える欠陥エコーＦがあると、この欠陥エコーＦの位置に欠陥４ａがあることを
検出できる。
【００８６】
　この反射型超音波探傷装置１４５１で探傷する場合、周波数は２ＭＨｚ～８ＭＨｚの範
囲が好ましい。
　探触子１４５４は直径、材質、指向角などを考慮し、適したものを選択する。
　なお、アルミニウム合金連続鋳造棒４に入射した超音波は、直線的に進んだ後にやがて
広がっていくが、直線進行距離が長すぎたり、近距離音場限界距離が長すぎると、細径の
探傷には使えないので、アルミニウム合金連続鋳造棒４のサイズに応じて最適感度が得ら
れるものを選択する必要がある。
　また、Ｓ／Ｎ比をよくするため、低い増幅度でも十分な波形が得られるように材質など
を考慮する必要がある。
　また、探触子１４５４の数を減らしたり、探傷速度を速くするなどのため、指向角につ
いても検討する必要がある。
【００８７】
　探触子１４５４とアルミニウム合金連続鋳造棒４の表面との間に空隙を設け、その空隙
を媒質で満たして探傷するのが好ましい。
　これは、アルミニウム合金連続鋳造棒４の表面の粗さがばらついても、超音波を安定さ
せて入射させることができるからである。
　また、媒質は、水、マシン油とすると、超音波の減衰が小さくなるので、好ましい。
【００８８】
　探傷感度の調整方法は、底面エコー方式、試験片方式のいずれかを用いることができる
。
　底面エコー方式とは、試験体の健全部における底面からのエコーが定められた出力値に
なるように探傷装置の感度を調整するものである。
　底面エコー方式は、アルミニウム合金連続鋳造棒４の表面の粗さの影響を受け、感度が
不安定になるので、注意が必要である。
　試験片方式とは、標準穴を有する標準試験片のエコーの値が定められた出力値となるよ
うに探傷装置の感度を調整するものである。
【００８９】
　この発明に係るアルミニウム合金連続鋳造棒４の場合、表面粗さにバラツキがあること
、複数の探触子１４５４を併用するなどを考慮すると、試験片方式が好ましい。
【００９０】
　次に、不感帯４ｎについて説明する。
　図１７において、アルミニウム合金連続鋳造棒４の外周部分（点線の外側の部分）が不
感帯４ｎである。
　この不感帯４ｎの発生する要因には、搬送ガタ、アルミニウム合金連続鋳造棒４の曲が
りによるブレ、送信パルス（超音波）幅の広がり、近距離音場などを挙げることができる
。
　特に、搬送ガタを小さくすることが効果的である。
　この搬送ガタが一番、不感帯４ｎへの影響の度合いが大きいからである。
【００９１】
　ここで、不感帯４ｎを抑える方法の例を具体的に説明する。
　なお、これらを適宜組み合わせることにより、不感帯４ｎの幅を所定の幅以下に抑える
ことができる。
　まず、ガタの対策について説明する。
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　探触子１４５４の前後にガイドブッシュ、ガイドローラを設置し、アルミニウム合金連
続鋳造棒４の曲がりや搬送時のガタを抑えることが挙げられる。
　これにより、探傷中に被探傷体（アルミニウム合金連続鋳造棒４）が急激に振られて所
定の波形が探傷エコー範囲Ｆｓからはずれることがなくなる。
　また、搬送ローラ乗り継ぎ時の振動を抑える構造とすることにより、ガタを所望の値よ
り小さくすることができる。
【００９２】
　次に、近距離音場の対策について説明する。
　垂直探触子において、探触子１４５４の近傍で音波が広がらずに音場が乱れている範囲
は近距離音場といわれている。
　この近距離音場よりも遠い部分では超音波は、距離が大きくなると、音圧が小さくなる
関係を有している。
　その範囲を近距離音場限界（ｘ）といい、ｘ＝ｄ2／（４×λ）で一般的に表される。
　なお、ｄは探触子１４５４の直径［ｍｍ］、λは超音波の波長［ｍｍ］である。
　そのため、近距離音場の部分は探傷不可能または探傷結果が不安定となるので、その範
囲は不感帯４ｎの一因となる。
　近距離音場は表面波（Ｓ波）のダレ部分に相当しているからと推定されるからである。
　しかし、被探傷体を挟んで対向位置に探触子１４５４を配置し、各探触子１４５４は被
探傷体の中心から遠方側を探傷範囲とすることにより（表面波と底面波との中心から底面
寄りで探傷）、近距離音場の影響を排除することができるので好ましい。
　また、近距離音場の小さい探触子１４５４、周波数条件を採用することも重要なポイン
トとなる。
【００９３】
　次に、曲がりによるブレの対策について説明する。
　被探傷体は多少曲がっており、これが搬送装置によって分速数十メートルで長手方向に
走行して、超音波検査の探触子１４５４が配置された測定個所に投入される。
　例えば、曲がりが５ｍｍ／１０００ｍｍ以上あると、探触子１４５４の設置してあるホ
ルダへ出入りする時、被探傷体の曲がりによって多少なりともホルダへの接触が生じ、ガ
タが発生する。このガタが探傷上悪影響を及ぼす。
　この対策としては、前述したように、矯正加工により曲がりを除去するのが好ましい。
　また、探触子１４５４の被探傷体への倣いをよくすることも重要である。
【００９４】
　その他の対策について説明する。
　探触子１４５４から被探傷体への距離の大きい水浸式では探触子１４５４からの絶対位
置で探傷エコー範囲Ｆｓを設定すると、被探傷体の位置精度によって探傷領域が変化する
などの不具合が発生する。
　そのため、予め表面波の発生位置近傍に十分な幅を持つ表面エコー範囲Ｓｓを設定し、
この位置を起点として探傷エコーＦｓ範囲を設定する。
　また、探傷エコー範囲Ｆｓは常時、かつ、高速に表面エコー範囲Ｓｓの情報によって設
定する。
　これにより被探傷体の搬送ガタ等による影響を除去できる。
【００９５】
　超音波探傷検査方法の好ましい例について説明する。
　超音波探傷検査方法は、図１８に示すように、長手方向へ移動する被検査体（被探傷体
：アルミニウム合金連続鋳造棒４）の円周上に配設した複数の探触子１４５４で被検査体
の全領域をカバーするのが好ましい。
　被検査体の搬送が長手方向への直線運動のみであるので、搬送装置が安価で済むからで
ある。
　被検査体を長手方向へ移動させる手段として、ローラコンベアを挙げることができる。
　ここで、探触子１４５４の配置は傷（欠陥４ａ）の検出感度が所定の感度低下におさま
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る範囲となるように配置する。
　この配置は許容される感度の低下幅、探触子１４５４の指向角などによって設定される
。
【００９６】
　超音波探傷検査方法は、図１９に示すように、回転しながら長手方向へ移動する被検査
体に対して固定した探触子１４５４が螺旋状にトレースして被検査体の全領域をカバーす
るのが好ましい。
　探触子１４５４が少数で済むため、探傷装置が安価で済むからである。
　被検査体を回転させながら長手方向へ移動させる手段は、図１５に示した矯正装置、ス
パイラル送りコンベアを挙げることができる。
　ここで、螺旋状とは、螺旋軌道のピッチが超音波の広がり幅以内であることが好ましい
。
　検出能力を低下させることなく全範囲を検査することができるからである。
【００９７】
　超音波探傷検査方法は、図２０に示すように、長手方向へ移動する被検査体の円周上で
回転する探触子１４５４によって被検査体の全領域をカバーするのが好ましい。
　探触子１４５４が少数で、被検査体の搬送は長手方向の直線運動となり、高速探傷が可
能であるからである。
【００９８】
　超音波探傷検査法は、図２１に示すように、その場で回転する被検査体の長手方向へ探
触子１４５４を移動させて被検査体の全領域をカバーするのが好ましい。
　少数の探触子１４５４で探傷可能であり、また、場合によっては切削加工の後で加工し
ながら探傷することが可能となるからである。
　被検査体を回転させる手段は、旋盤などを挙げることができる。
　ここで、被検査体の回転速度と被検査体の長手方向への移動速度とは、１ピッチが超音
波の広がり幅以内であることが好ましい。
　検出能力を低下させることなく全範囲を検査することができるからである。
【００９９】
　上記のように貫通型渦電流探傷装置１４２０で検査した結果、良品と判定されたアルミ
ニウム合金連続鋳造棒４は第１選別装置１５１０によって次の回転型渦電流探傷装置１４
３０へ送られ、貫通型渦電流探傷装置１４２０の検査の結果、不良品と判定されたアルミ
ニウム合金連続鋳造棒４は、第１選別装置１５１０によってを第１貯留場１６１０へ送ら
れる。
　また、回転型渦電流探傷装置１４３０の検査の結果、良品と判定されたアルミニウム合
金連続鋳造棒４は第２選別装置１５２０によって次の超音波探傷装置１４５０へ送られ、
回転型渦電流探傷装置１４３０の検査の結果、不良品と判定されたアルミニウム合金連続
鋳造棒４は、第２選別装置１５２０によって第２貯留場１６２０へ送られる。
　また、超音波探傷装置１４５０の検査の結果、良品と判定されたアルミニウム合金連続
鋳造棒４は第３選別装置１５３０によって次の梱包装置１７０１へ送られ、超音波探傷装
置１４５０の検査の結果、不良品と判定されたアルミニウム合金連続鋳造棒４は、第３選
別装置１５３０によって第３貯留場１６３０へ送られる。
【０１００】
　次に、検査結果のフィードバックについて説明する。
　まず、検査を実施したところ、渦電流検査で検出した表面傷欠陥は、主に外周除去工程
によるものが多かった。
　そして、貫通型渦電流探傷装置１４２０で検出する欠陥は、外周除去工程による表面傷
以外に、深めの欠陥を検出できた。
　この深めの欠陥に、外周除去工程における切削時にバイトが引っ掛かり、欠陥を誘発す
るが、これは外周除去装置１１０１の不具合でなく、鋳造工程によるものである。
　また、回転型渦電流探傷装置１４３０で検出する欠陥は、外周除去工程による表面欠陥



(23) JP 4809885 B2 2011.11.9

10

20

30

40

50

が多かった。
　そこで、渦電流検査の検査結果に基づいて切削制御装置２００１で外周除去装置１１０
１へフィードバックをかけ、外周除去装置１１０１における主回転軸の回転数、被切削体
の送り速度、バイトの交換タイミングを調整することにより、表面傷の発生を抑えること
ができる。
　なお、貫通型渦電流探傷装置１４２０で検出する深めの欠陥は、鋳造工程によるもので
あるので、連続鋳造装置３０１へフィードバックをかけるのが好ましい。
　また、超音波探傷装置１４５０で検出する内部欠陥は、主に鋳造工程によるものが多か
った。
　そこで、超音波検査の検査結果に基づいて鋳造制御装置２１０１で連続鋳造装置３０１
へフィードバックをかけ、アルミニウム合金溶湯１の温度、鋳造速度（送り速度）、潤滑
油の供給条件などを調整することにより、内部欠陥の発生を抑えることができる。
【０１０１】
　このように、渦電流検査の結果で外周除去工程へフィードバックをかけ、超音波検査の
結果で鋳造工程へフィードバックをかけることにより、次のように欠陥の発生を抑えるこ
とができる。
　まず、渦電流検査は一般的に１００ｍ／ｍｉｎ．以上で検査が可能であるのに対し、超
音波検査は１０ｍ／ｍｉｎ．程度でなければ十分に検出能力を持たせることができないの
で、連続ラインとして処理能力を合わせ込むことができる。
　次に、渦電流検査で検出する表面欠陥の方が、超音波検査で検出する内部欠陥よりも多
いので、発生の多い表面欠陥を渦電流検査で先に除くことにより、全体の検査処理能力を
バランスさせることができるとともに、欠陥の発生を抑えることが容易になる。
　そして、超音波検査は水中で検査する水浸式であるため、超音波検査の被検査体の表面
には水滴が付着し、この状態で渦電流検査を実施すると、測定精度が低下し易いという問
題を回避することができる。
　したがって、安定した一貫連続運転を容易に実現することができる。
【０１０２】
　上記のようにして検査され、曲がり量を０．５ｍｍ／１０００ｍｍ以下にされたアルミ
ニウム合金連続鋳造棒４の内、内部および表面に欠陥がなく、良品と判定されたアルミニ
ウム合金連続鋳造棒４を搬送し、梱包する必要がある。
【０１０３】
　図２２は梱包装置１７０１における移送ロボットの側面図である。
　図２２において、梱包装置１７０１は、移送ロボット１７０２と、この移送ロボット１
７０２で移送したアルミニウム合金連続鋳造棒４を所定段数積み重ねる、例えば、搬送コ
ンベアなどの積み重ね機構１７３１と、この積み重ね機構１７３１に積み重ねたアルミニ
ウム合金連続鋳造棒４を梱包する、図示を省略した梱包機構１７５１とで構成されている
。
　そして、移送ロボット１７０２は、例えば、３関節を有し、垂直面内で回動することの
できるアーム１７０３の先に、吸引することによって１本のアルミニウム合金連続鋳造棒
４を保持することができ、吸引を解除することによって１本のアルミニウム合金連続鋳造
棒４の保持を解除することのできる吸盤１７０４が、アーム１７０３の回動面に直交する
直線状に複数設けられている。
【０１０４】
　次に、梱包装置１７０１の動作について説明する。
　まず、縦搬送コンベアで順次１本ずつ送られてくるアルミニウム合金連続鋳造棒４は、
ストッパで所定位置に停止させられる。
　そして、ストッパで所定位置に停止させられているアルミニウム合金連続鋳造棒４を吸
盤１７０４で吸引できるように、アーム１７０３を、例えば、図２２に二点鎖線で示すよ
うに、移動させる。
　次に、吸盤１７０４にアルミニウム合金連続鋳造棒４を保持させた後、図２２に実線で
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示すように、アーム１７０３を移動させてアルミニウム合金連続鋳造棒４を移送し、積み
重ね機構１７３１に順次積み重ねる。
　そして、設定本数のアルミニウム合金連続鋳造棒４が設定段数に積み重ねられると、ア
ルミニウム合金連続鋳造棒４は、図示を省略した梱包機構１７５１によって長さ方向の数
カ所を結束バンドで結束された後、搬送され、製品となる。
【０１０５】
　このように、曲がり量が０．５ｍｍ／１０００ｍｍ以下にされたアルミニウム合金連続
鋳造棒４を移送ロボット１７０２で段積みすることにより、任意の形状に積み上げること
ができ、また、表面を傷つけたりすることを抑えることができる。
　また、梱包機構１７５１で梱包することにより、結束力を一定にすることができ、荷崩
れがおきるのを防止することができる。
　なお、積み重ね機構１７３１は、結束装置６０１における積み重ね機構６１０と同様な
構成にしてもよい。
【０１０６】
　次に、上記のようにして製造されるアルミニウム合金連続鋳造棒４について説明する。
　まず、アルミニウム合金連続鋳造棒４の直径は、２０ｍｍ～１００ｍｍの範囲とするこ
とができる。
　この範囲以外でも対応は可能であるが、アルミニウム合金連続鋳造棒４の直径を２０ｍ
ｍ～１００ｍｍの範囲内にすると、後工程の塑性加工、例えば、鍛造、ロールフォージン
グ、引抜き加工、転動加工、インパクト加工などの設備が小規模、かつ、安価になるため
、好ましい。
　また、アルミニウム合金連続鋳造棒４は、外周除去装置１１０１で外周部分を除去した
状態の表面粗さＲｍａｘが１００μｍ以下であって、表面に切削模様（ピーリング痕）が
残らないものとなる。
　ここで、切削模様（ピーリング痕）とは、外周除去装置１１０１で用いるバイトなどの
切削工具に切りくずなどが挟み込まれることにより、発生するスクラッチ状の傷のことで
ある。
【０１０７】
　非破壊検査方法の別の実施例について説明する。
　図２３はこの発明の他の実施例であるアルミニウム合金連続鋳造棒製造設備の部分工程
図であり、図１および図２と同一または相当部分に同一符号を付して説明を省略する。
　図２３において、非破壊検査装置１４０１は、貫通型渦電流探傷装置１４２０と回転型
渦電流探傷装置１４３０とを組み合わせ、被検査体の表面部分に欠陥があるかないかを検
査する第１非破壊検査装置（第１非破壊検査工程）１３１０と、被検査体の内部に欠陥が
あるかないかを検査する超音波探傷装置（第２非破壊検査装置：第２非破壊検査工程））
１４５０とで構成されている。
　２２０１は判定制御装置（判定制御工程）を示し、貫通型渦電流探傷装置１４２０と回
転型渦電流探傷装置１４３０との出力に基づき、後述するようにフィードバックをかける
ものである。
【０１０８】
　図２４は図２３における第１非破壊検査装置１４１０を構成する渦電流探傷装置（貫通
型渦電流探傷装置（貫通型渦電流探傷工程）１４２０、回転型渦電流探傷装置（回転型渦
電流探傷工程）１４３０）の一例を示すブロックである。
　図２４において、３００１は正弦波交流電圧を出力する発振器、３００２は発振器３０
０１の出力を増幅する電力増幅器、３００３は電力増幅器３００２から電力が供給される
ブリッジを示し、このブリッジ３００３には、プローブ（探触子）３００４が組み込まれ
、不平衡電圧を除去して信号を抽出するためのブリッジ平衡調節器３００５が接続されて
いる。
　３００６はブリッジ３００３の出力を増幅する増幅器を示し、増幅度調節器３００７に
よって増幅度を調節できるようになっている。
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　３００８は発振器３００１の出力の移相を変える移相器を示し、移相調節器３００９に
よって移相が調節できるようになっている。
　３０１０は移相器３００８からの出力を９０度進相させる９０度移相器を示す。
　３０１１は第１同期検波器を示し、増幅器３００６および移相器３００８から出力が供
給され、特定の移相成分の信号（基準となる移相信号）を抽出するものである。
　３０１２は第１同期検波器３０１１の出力から雑音を除去する第１フィルタ、３０１３
は第１フィルタ３０１２から出力が供給される第１出力端子を示す。
　３０１４は第２同期検波器を示し、増幅器３００６および９０度移相器３０１０から出
力が供給され、特定の移相成分の信号（基準となる移相信号に対して９０度進相した移相
信号）を抽出するものである。
　３０１５は第２同期検波器３０１４の出力から雑音を除去する第２フィルタ、３０１６
は第２フィルタ３０１５から出力が供給される第２出力端子を示す。
　このように、第１、第２同期検波器３０１１，３０１４を用いることにより、基準移相
に対する複素電圧の実数部と虚数とを出力できるようにしている。
　３０１７は第１、第２フィルタ３０１２，３０１５から出力が供給される表示器、３０
１８は第２フィルタ３０１５から供給された信号の振幅に関連して一定レベル以下の信号
の通過を抑制することによって雑音を抑制するリジェクションユニット、３０１９はリジ
ェクションユニット３０１８からの出力を記録する記録計を示す。
　この構成が、渦電流探傷装置の基本的な構成である。
　なお、４００１は被検査体（アルミニウム合金連続鋳造棒）を示す。
【０１０９】
　図２５は図２４に示したプローブを貫通型プローブとして使用している状態の説明図、
図２６（ａ），（ｂ）は図２４に示したプローブを回転型プローブとして使用している状
態の説明図である。
【０１１０】
　図２７は図２３における貫通型渦電流探傷装置１４２０と回転型渦電流探傷装置１４３
０とで検出した欠陥の集合を示す説明図である。
　第１非破壊検査装置１４１０を構成する貫通型渦電流探傷装置１４２０の貫通型プロー
ブ（探触子）、回転型渦電流探傷装置１４３０の回転型プローブ（探触子）は、予めそれ
ぞれ感度が校正され、それぞれに欠陥検出判定基準、検出個数判定基準が設定されている
。
　貫通型プローブで検出した検出欠陥個数と回転型プローブで検出した検出欠陥個数とを
、それぞれ対応する検出個数判定基準と比較することにより、例えば、図２７に示すよう
に、欠陥検出結果を集合Ａ（貫通型プローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準以上
、かつ、回転型プローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準以上）、集合Ｂ（貫通型
プローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準未満、かつ、回転型プローブによる検出
欠陥個数が検出個数判定基準以上）、集合Ｃ（貫通型プローブによる検出欠陥個数が検出
個数判定基準以上、かつ、回転型プローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準未満）
、集合Ｄ（貫通型プローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準未満、かつ、回転型プ
ローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準未満）に分類できる。
　さらに、各集合Ａ～Ｄに分類される被検査体４００１（試験体、アルミニウム合金連続
鋳造棒）の個数に集合判定基準を設け、この集合判定基準と比較してどの集合に分類され
る被検査体が多発しているかを判定する。
　なお、検出個数判定基準、集合判定基準は、必要に応じて多段水準に設定してもよい。
【０１１１】
　上記した各集合Ａ～Ｄは、それぞれ傷の形状と種類とで分類したものになる。
　貫通型プローブは、被検査体の表面の円周方向を精度よく検出でき、さらには回転型プ
ローブと比較して被検査体中または表面の異物などの検出能力に優れている。
　一方、回転型プローブは、微小な開口欠陥を精度よく検出でき、さらには貫通型プロー
ブと比較して被検査体の表面の長手方向における欠陥の検出精度がよい。
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　その結果、それぞれの集合Ａ～Ｄは、欠陥の形状の方向性および異物の有無などの特徴
で分類されたものとなる。
　これらの欠陥は製造工程のいずれかの影響を受けているので、この分類された欠陥の発
生状態は、製造工程の状況を反映したものとなる。
【０１１２】
　例えば、次にように製造条件にフィードバックをかけることにより、安定した製造方法
になる。
　鋳肌の状況が反映されている場合は、鋳造条件にフィードバックをかける。
　機械加工の状況が反映されている場合は、加工条件にフィードバックをかける。
【０１１３】
　具体的には、以下のように判定してフィードバックをかける。
　集合Ａ（貫通型プローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準以上、かつ、回転型プ
ローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準以上）に分類される被検査体が多い場合は
、被検査体の表面に、大きな開放部を有する形状の欠陥が多発していることになる。
　例えば、鋳肌が大きく荒れている状態では、このような欠陥が多発する。
　このような状況の欠陥は鋳造段階で発生したものが多いので、図２３に示すフィードバ
ックＦ３のように連続鋳造装置３０１への鋳造条件のフィードバックが有効ある。
　具体的には、鋳造時に供給する潤滑油や気体の量が不適当な状態であるので、これらを
適正な量に調整することを挙げることができる。あるいは、連続鋳造装置３０１の機械的
な状態の点検、補修を実施する。点検個所としては、例えば、同調クランプ機構４０２（
図７参照）、切断機構４０１（図７参照）の速度、連続鋳造装置３０１からでてきた鋳塊
を挟み込む力、振動の発生状況などを挙げることができる。
【０１１４】
　集合Ｂ（貫通型プローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準未満、かつ、回転型プ
ローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準以上）に分類される被検査体が多い場合は
、機械加工時に欠陥が多発している。
　例えば、機械加工で刃物の当たり状態が不適切である場合、矯正が不充分でツールマー
クが残っている場合、逆に、矯正が強すぎて矯正機のロールのマークが転写されて傷にな
っている場合、搬送ライン上にアルミニウム合金連続鋳造棒の表面に傷を付けるような突
起などがある場合、このような欠陥が多発する。
　このような状況の欠陥は加工工程で発生したものが多いので、図２３に示すフィードバ
ックＦ１，Ｆ２のように矯正機１００１および外周除去装置１１０１への機械加工条件の
フィードバックが有効ある。
　具体的には、外周面削条件（切削条件）および矯正条件（アルミニウム合金連続鋳造棒
の外周面削後で検査前に実施する矯正）を調整する。あるいは、外周除去装置１１０１、
矯正機１００１、搬送ラインの機械的な状態の点検、補修を実施する。
【０１１５】
　集合Ｃ（貫通型プローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準以上、かつ、回転型プ
ローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準未満）に分類される被検査体が多い場合は
、被検査体の表面に、円周方向の欠陥が多発していることになる。
　例えば、鋳肌表面に焼き付や、酸化物や、鋳型を構成する耐火材の巻き込みが多発する
と、このような欠陥が多発する。
　このような状況の欠陥は異物系欠陥が多く、これらは溶解鋳造工程で発生するので、図
２３に示すフィードバックＦ３，Ｆ４のように溶湯処理装置２０１への溶湯処理条件、連
続鋳造装置３０１への鋳造条件のフィードバックが有効ある。
　この溶湯処理条件へのフィードバック処理としての具体例は、導入する不活性ガスの流
量や攪拌部材の回転数の調整や、攪拌部材の劣化具合、ガス漏れの点検を挙げることがで
きる。
　また、鋳造条件へのフィードバック処理としての具体例は、鋳造時に供給する潤滑油や
気体の量が過多の場合が多いので、それらの供給量を適正な量に絞ることを挙げることが
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できる。
【０１１６】
　さらに、超音波検査結果の情報を付加するのが好ましい。
　例えば、集合Ｃに分類される被検査体が多い場合において、超音波検査における欠陥が
少ない場合は、アルミニウム合金連続鋳造棒の内部状態は健全であると判断でき、鋳造条
件の調整を主に実施すればよいことになる。すなわち、フィードバックＦ３が主になる。
　また、例えば、集合Ｃに分類される被検査体が多い場合において、超音波検査結果にお
ける欠陥が多い場合は、鋳塊全体に異物が含まれている可能性が大きいと判断できる。
　したがって、溶湯が汚染されている可能性があるので、溶湯処理条件を主に調整すれば
よいことになる。すなわち、フィードバックＦ４が主になる。
【０１１７】
　集合Ｄ（貫通型プローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準未満、かつ、回転型プ
ローブによる検出欠陥個数が検出個数判定基準未満）に分類される被検査体が多い場合は
、品質条件を満足した状態であると考えることができる。
【０１１８】
　貫通型プローブは、例えば、検査信号周波数（コイルの励磁周波数）として二重周波数
を使用し、高周波数チャンネル（１０ｋＨｚ～１００ｋＨｚ：好ましくは２０ｋＨｚ～５
０ｋＨｚ）、低周波数チャンネル（１ｋＨｚ～１０ｋＨｚ：好ましくは１．５ｋＨｚ～５
ｋＨｚ）とすることができる。
　一方、回転型プローブの検査信号周波数は、１００ｋＨｚ～１０００ｋＨｚ（好ましく
は３００ｋＨｚ～７００ｋＨｚ）とすることができる。
　ここで、（貫通型プローブの周波数）＜（回転型プローブの周波数）とすることが肝要
である。
　なぜならば、回転型プローブは微小な傷を検出できる特性を活かすために検出周波数を
貫通型プローブの周波数よりも高く設定することにより、表面の微小な傷をより精度よく
検出できるからである。
　一方、貫通型プローブは表面よりやや深めの検査ができるように、例えば、超音波の不
感帯をカバーするように、回転型プローブの周波数よりも低めの周波数に設定するのが好
ましい。
【０１１９】
　この検査方法を用いることにより、欠陥情報を多次元に解析することができ、その結果
、欠陥情報から製造工程の状況を推察することが容易にでき、その結果を製造工程の条件
としてフィードバックすることにより、安定した品質の鋳造棒を製造できる。
【０１２０】
　以上述べた実施形態では、（１）アルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法において、ア
ルミニウム合金用の原材料を溶解させてアルミニウム合金溶湯を得る溶解工程と、この溶
解工程からのアルミニウム合金溶湯中のアルミニウム酸化物および水素ガスを除去する溶
湯処理工程と、この溶湯処理工程からのアルミニウム合金溶湯を鋳造してアルミニウム合
金連続鋳造棒を得る連続鋳造工程と、この連続鋳造工程で鋳造されたアルミニウム合金連
続鋳造棒の曲がりを矯正する第１矯正工程と、この第１矯正工程で曲がりを矯正されたア
ルミニウム合金連続鋳造棒の外周部分を除去する外周除去工程と、この外周除去工程で外
周部分を除去されたアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分および内部を検査する非破壊
検査工程と、この非破壊検査工程の結果に基づいて良品と判定されたアルミニウム合金連
続鋳造棒を選別する選別工程と、この選別工程で良品として選別されたアルミニウム合金
連続鋳造棒を梱包する梱包工程とを有し、少なくとも第１矯正工程以降を連続して行うよ
うにした。
　また、（２）上記（１）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法において、連
続鋳造工程と第１矯正工程との間に、連続鋳造工程で鋳造されたアルミニウム合金連続鋳
造棒に加熱処理を施す熱処理工程を設けるようにした。
　（３）上記（１）または（２）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法におい
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て、外周除去工程と非破壊検査工程との間に、外周除去工程で外周部分を除去されたアル
ミニウム合金連続鋳造棒の曲がりを矯正する第２矯正工程を設けるようにした。
　（４）上記（３）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法において、第２矯正
工程でアルミニウム合金連続鋳造棒の曲がり量を、０．５ｍｍ／１０００ｍｍ以下にした
。
　（５）上記（１）から（４）のいずれか１つに記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製
造方法において、非破壊検査工程は、アルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分を検査する
第１非破壊検査工程と、アルミニウム合金連続鋳造棒の内部を検査する第２非破壊検査工
程とを有し、第１非破壊検査工程の検査結果に基づいて外周除去工程の切削条件を制御し
、第２非破壊検査工程の検査結果に基づいて連続鋳造工程の鋳造条件を制御するようにし
ている。
　（６）上記（５）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法において、第１非破
壊検査工程は、渦電流によってアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分欠陥を検出する渦
電流検査方法、アルミニウム合金連続鋳造棒の表面画像を処理して表面部分欠陥を検出す
る画像処理検査方法、目視によってアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分欠陥を検出す
る目視検査方法から選ばれる少なくとも１つであり、第２非破壊検査工程は、Ｘ線を用い
てアルミニウム合金連続鋳造棒の内部欠陥を検出するＸ線検査方法、超音波を用いてアル
ミニウム合金連続鋳造棒の内部欠陥を検出する超音波検査方法から選ばれる少なくとも１
つである。
　（７）上記（１）から（４）のいずれか１つに記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製
造方法において、非破壊検査工程は、アルミニウム合金連続鋳造棒をプローブ内に貫通さ
せる貫通型渦電流探傷検査工程、および、プローブをアルミニウム合金連続鋳造棒の円周
方向へ回転させる回転型渦電流探傷検査工程でアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分を
検査する第１非破壊検査工程と、アルミニウム合金連続鋳造棒の内部を検査する第２非破
壊検査工程とを有し、貫通型渦電流探傷検査工程および回転型渦電流探傷検査工程で検出
した欠陥の各検出個数を検出個数判定基準で比較して欠陥分布集合を求め、この各欠陥分
布集合における欠陥の検出個数を集合判定基準で比較して集合判定基準以上の集合を求め
、この集合判定基準以上の集合に基づいて溶湯処理工程の溶湯処理条件、連続鋳造工程の
鋳造条件、外周除去工程の切削条件を制御する制御工程を設けるようにした。
　（８）上記（７）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法において、制御工程
は、集合判定基準以上の集合に基づいて第１矯正工程の矯正条件をも制御するようにした
。
　（９）上記（５）から（８）のいずれか１つに記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製
造方法において、非破壊検査工程は、第１非破壊検査工程の後に第２非破壊検査工程を行
うようにした。
　（１０）アルミニウム合金連続鋳造棒の製造設備において、アルミニウム合金用の原材
料を溶解させてアルミニウム合金溶湯を得る溶解保持炉と、この溶解保持炉からのアルミ
ニウム合金溶湯中のアルミニウム酸化物および水素ガスを除去する溶湯処理装置と、この
溶湯処理装置からのアルミニウム合金溶湯を鋳造してアルミニウム合金連続鋳造棒を得る
連続鋳造装置と、この連続鋳造装置で鋳造されたアルミニウム合金連続鋳造棒の曲がりを
矯正する第１矯正機と、この第１矯正機で曲がりを矯正されたアルミニウム合金連続鋳造
棒の外周部分を除去する外周除去装置と、この外周除去装置で外周部分を除去されたアル
ミニウム合金連続鋳造棒の表面部分および内部を検査する非破壊検査装置と、この非破壊
検査装置の結果に基づいて良品と判定されたアルミニウム合金連続鋳造棒を選別する選別
装置と、この選別装置で良品として選別されたアルミニウム合金連続鋳造棒を梱包する梱
包装置とを有し、少なくとも第１矯正機以降を連続して行うようにした。
　（１１）上記（１０）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造設備において、連続
鋳造装置と第１矯正機との間に、連続鋳造装置で鋳造されたアルミニウム合金連続鋳造棒
に加熱処理を施す熱処理装置を設けるようにした。
　（１２）上記（１０）または（１１）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造設備
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において、外周除去装置と非破壊検査装置との間に、外周除去装置で外周部分を除去され
たアルミニウム合金連続鋳造棒の曲がりを矯正する第２矯正機を設けるようにした。
　（１３）上記（１２）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造設備において、第２
矯正機におけるアルミニウム合金連続鋳造棒の曲がり量は、０．５ｍｍ／１０００ｍｍ以
下としている。
　（１４）上記（１０）から（１３）のいずれか１つに記載のアルミニウム合金連続鋳造
棒の製造設備において、非破壊検査装置は、アルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分を検
査する第１非破壊検査装置と、アルミニウム合金連続鋳造棒の内部を検査する第２非破壊
検査装置とを有し、第１非破壊検査装置の検査結果に基づいて外周除去装置の切削条件を
制御する切削制御装置を設け、第２非破壊検査装置の検査結果に基づいて連続鋳造装置の
鋳造条件を制御する鋳造制御装置を設けるようにしている。
　（１５）上記（１４）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造設備において、第１
非破壊検査装置は、渦電流によってアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分欠陥を検出す
る渦電流検査装置、アルミニウム合金連続鋳造棒の表面画像を処理して表面部分欠陥を検
出する画像処理検査装置から選ばれる少なくとも１つであり、第２非破壊検査装置は、Ｘ
線を用いてアルミニウム合金連続鋳造棒の内部欠陥を検出するＸ線検査装置、超音波を用
いてアルミニウム合金連続鋳造棒の内部欠陥を検出する超音波検査装置から選ばれる少な
くとも１つである。
　（１６）上記（１０）から（１３）のいずれか１つに記載のアルミニウム合金連続鋳造
棒の製造設備において、非破壊検査装置は、アルミニウム合金連続鋳造棒をプローブ内に
貫通させる貫通型渦電流探傷検査装置、および、プローブをアルミニウム合金連続鋳造棒
の円周方向へ回転させる回転型渦電流探傷検査装置でアルミニウム合金連続鋳造棒の表面
部分を検査する第１非破壊検査装置と、アルミニウム合金連続鋳造棒の内部を検査する第
２非破壊検査装置とを有し、貫通型渦電流探傷検査装置および回転型渦電流探傷検査装置
で検出した欠陥の各検出個数を検出個数判定基準で比較して欠陥分布集合を求め、この各
欠陥分布集合における欠陥の検出個数を集合判定基準で比較して集合判定基準以上の集合
を求め、この集合判定基準以上の集合に基づいて溶湯処理装置の溶湯処理条件、連続鋳造
装置の鋳造条件、外周除去装置の切削条件を制御する制御装置を設けるようにしている。
　（１７）上記（１６）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造設備において、制御
装置は、集合判定基準以上の集合に基づいて第１矯正装置の矯正条件をも制御するように
した。
　（１８）上記（１４）から（１７）のいずれか１つに記載のアルミニウム合金連続鋳造
棒の製造設備において、非破壊検査装置は、第１非破壊検査装置の後に第２非破壊検査装
置を配置するようにしている。
　（１９）アルミニウム合金連続鋳造棒であって、上記（２）から（１８）のいずれか１
つに記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法またはアルミニウム合金連続鋳造棒の
製造設備で製造されたものである。
　（２０）上記（１９）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒において、直径が２０ｍｍ
～１００ｍｍとするものである。
　（２１）上記（１９）または（２０）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒において、
Ｓｉの含有量が７質量％～１４質量％、鉄の含有量が０．１質量％～０．５質量％、銅の
含有量が１質量％～９質量％、Ｍｎの含有量が０質量％～０．５質量％、Ｍｇの含有量が
０．１質量％～１質量％とするものである。
【０１２１】
　以上述べた実施形態では、次のような実施形態であっても好ましい。
　（２２）アルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法において、アルミニウム合金用の原材
料を溶解させてアルミニウム合金溶湯を得る溶解工程と、この溶融工程からのアルミニウ
ム合金溶湯中のアルミニウム酸化物および水素ガスを除去する溶湯処理工程と、この溶湯
処理工程からのアルミニウム合金溶湯を鋳造してアルミニウム合金連続鋳造棒を得る連続
鋳造工程と、この連続鋳造工程で鋳造されたアルミニウム合金連続鋳造棒に加熱処理を施
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す熱処理工程と、この熱処理工程で加熱処理を施されたアルミニウム合金連続鋳造棒の曲
がりを矯正する第１矯正工程と、この第１矯正工程で曲がりを矯正されたアルミニウム合
金連続鋳造棒の外周部分を除去する外周除去工程と、この外周除去工程で外周部分を除去
されたアルミニウム合金連続鋳造棒の曲がりを矯正する第２矯正工程と、この第２矯正工
程で曲がりを矯正されたアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分および内部を検査する非
破壊検査工程と、この非破壊検査工程の結果に基づいて良品と判定されたアルミニウム合
金連続鋳造棒を選別する選別工程と、この選別工程で良品として選別されたアルミニウム
合金連続鋳造棒を梱包する梱包工程とを有し、少なくとも第１矯正工程以降を連続して行
い、非破壊検査工程は、アルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分を検査する第１非破壊検
査工程と、アルミニウム合金連続鋳造棒の内部を検査する第２非破壊検査工程とを有し、
第１非破壊検査工程の検査結果に基づいて外周除去工程の切削条件を制御し、第２非破壊
検査工程の検査結果に基づいて連続鋳造工程の鋳造条件を制御するようにした。
　（２３）上記（２２）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法において、第２
矯正工程でアルミニウム合金連続鋳造棒の曲がり量を、０．５ｍｍ／１０００ｍｍ以下に
した。
　（２４）上記（２２）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法において、第１
非破壊検査工程は、渦電流によってアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分欠陥を検出す
る渦電流検査方法、アルミニウム合金連続鋳造棒の表面画像を処理して表面部分欠陥を検
出する画像処理検査方法、目視によってアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分欠陥を検
出する目視検査方法から選ばれる少なくとも１つであり、第２非破壊検査工程は、Ｘ線を
用いてアルミニウム合金連続鋳造棒の内部欠陥を検出するＸ線検査方法、超音波を用いて
アルミニウム合金連続鋳造棒の内部欠陥を検出する超音波検査方法から選ばれる少なくと
も１つである。
　（２５）上記（２２）から（２４）のいずれか１つに記載のアルミニウム合金連続鋳造
棒の製造方法において、非破壊検査工程は、第１非破壊検査工程の後に第２非破壊検査工
程を行うようにした。
　（２６）アルミニウム合金連続鋳造棒の製造装置において、アルミニウム合金用の原材
料を溶解させてアルミニウム合金溶湯を得る溶解保持炉と、この溶解保持炉からのアルミ
ニウム合金溶湯中のアルミニウム酸化物および水素ガスを除去する溶湯処理装置と、この
溶湯処理装置からのアルミニウム合金溶湯を鋳造してアルミニウム合金連続鋳造棒を得る
連続鋳造装置と、この連続鋳造装置で鋳造されたアルミニウム合金連続鋳造棒に加熱処理
を施す熱処理装置と、この熱処理装置で加熱処理を施されたアルミニウム合金連続鋳造棒
の曲がりを矯正する第１矯正装置と、この第１矯正装置で曲がりを矯正されたアルミニウ
ム合金連続鋳造棒の外周部分を除去する外周除去装置と、この外周除去装置で外周部分を
除去されたアルミニウム合金連続鋳造棒の曲がりを矯正する第２矯正装置と、この第２矯
正装置で曲がりを矯正されたアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分および内部を検査す
る非破壊検査装置と、この非破壊検査装置の結果に基づいて良品と判定されたアルミニウ
ム合金連続鋳造棒を選別する選別装置と、この選別装置で良品として選別されたアルミニ
ウム合金連続鋳造棒を梱包する梱包装置とを有し、少なくとも第１矯正装置以降を連続し
て行い、非破壊検査装置は、アルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分を検査する第１非破
壊検査装置と、アルミニウム合金連続鋳造棒の内部を検査する第２非破壊検査装置とを有
し、第１非破壊検査装置の検査結果に基づいて外周除去装置の切削条件を制御し、第２非
破壊検査装置の検査結果に基づいて連続鋳造装置の鋳造条件を制御するようにした。
　（２７）上記（２６）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造設備において、第２
矯正装置におけるアルミニウム合金連続鋳造棒の曲がり量は、０．５ｍｍ／１０００ｍｍ
以下である。
　（２８）上記（２６）に記載のアルミニウム合金連続鋳造棒の製造設備において、第１
非破壊検査装置は、渦電流によってアルミニウム合金連続鋳造棒の表面部分欠陥を検出す
る渦電流検査装置、アルミニウム合金連続鋳造棒の表面画像を処理して表面部分欠陥を検
出する画像処理検査装置から選ばれる少なくとも１つであり、第２非破壊検査装置は、Ｘ
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線を用いてアルミニウム合金連続鋳造棒の内部欠陥を検出するＸ線検査装置、超音波を用
いてアルミニウム合金連続鋳造棒の内部欠陥を検出する超音波検査装置から選ばれる少な
くとも１つである。
　（２９）上記（２６）から（２８）のいずれか１つに記載のアルミニウム合金連続鋳造
棒の製造設備非破壊検査装置は、第１非破壊検査装置の後に第２非破壊検査装置を配置し
た。
【０１２２】
　このような実施形態に係るアルミニウム合金連続鋳造棒の製造方法またはアルミニウム
合金連続鋳造棒の製造設備によれば、品質の安定したアルミニウム合金連続鋳造棒を製造
することができる。
また、第１非破壊検査の結果で外周除去工程へフィードバックをかけ、第２非破壊検査の
結果で鋳造工程へフィードバックをかけるようにしたので、欠陥の発生を容易に抑えるこ
とができる。
　また、この実施形態により得られたアルミニウム合金連続鋳造棒によれば、機械的特性
に優れ、かつ、耐摩耗性が向上する。
【０１２３】
　上記した実施形態では、アルミニウム合金連続鋳造棒としてアルミニウム合水平金連続
鋳造棒を例示したが、アルミニウム合金連続鋳造棒はアルミニウム合水平金連続鋳造棒に
限定されるものではなく、他のアルミニウム合金連続鋳造棒であってもよいことは言うま
でもない。
【図面の簡単な説明】
【０１２４】
【図１】この発明の一実施例であるアルミニウム合金連続鋳造棒製造設備の工程図である
。
【図２】この発明の一実施例であるアルミニウム合金連続鋳造棒製造設備の工程図である
。
【図３】溶解保持炉の一例を示す説明図である。
【図４】溶解保持炉の他の例を示す説明図である。
【図５】（ａ），（ｂ）は溶湯処理装置の一例を示す説明図である。
【図６】連続鋳造装置の一例を示す説明図である。
【図７】（ａ），（ｂ）は切断機構の一例を示す説明図である。
【図８】（ａ），（ｂ）は切断機構などに使用される搬送ガイド機構の一例を示す説明図
である。
【図９】（ａ），（ｂ），（ｃ）は再スタート機構の一例を示す説明図である。
【図１０】搬送装置の一例を示す説明図である。
【図１１】（ａ），（ｂ）は搬送機構に使用する搬送ローラの一例を示す説明図である。
【図１２】結束装置の一例を示す説明図である。
【図１３】結束装置の一例を示す説明図である。
【図１４】結束装置の一例を示す説明図である。
【図１５】（ａ），（ｂ）は第１矯正機の一例を示す説明図である。
【図１６】（ａ），（ｂ）は外周除去装置の一例を示す説明図である。
【図１７】超音波パルス反射法による垂直探傷方法の説明図である。
【図１８】超音波探傷検査方法の例を示す説明図である。
【図１９】超音波探傷検査方法の例を示す説明図である。
【図２０】超音波探傷検査方法の例を示す説明図である。
【図２１】超音波探傷検査方法の例を示す説明図である。
【図２２】梱包装置における移送ロボットの側面図である。
【図２３】この発明の他の実施例であるアルミニウム合金連続鋳造棒製造設備の部分工程
図である。
【図２４】図２３における第１非破壊検査装置を構成する渦電流探傷装置の一例を示すブ
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【図２５】図２４に示したプローブを貫通型プローブとして使用している状態の説明図で
ある。
【図２６】（ａ），（ｂ）は図２４に示したプローブを回転型プローブとして使用してい
る状態の説明図である。
【図２７】図２３における貫通型渦電流探傷装置と回転型渦電流探傷装置とで検出した欠
陥の集合を示す説明図である。
【符号の説明】
【０１２５】
１ アルミニウム合金溶湯
２，３，４ アルミニウム合金連続鋳造棒
４ａ 欠陥
４ｎ 不感帯
１０１ 溶解保持炉（溶解工程）
２０１ 溶湯処理装置（溶湯処理工程）
３０１ 連続鋳造装置（連続鋳造工程）
４０１ 切断機構（切断装置：切断工程）
４５１ 再スタート機構（切断装置：切断工程）
５０１ 搬送装置（搬送工程）
６０１ 結束装置（結束工程）
６０２ 段積み機構
６５１ 結束機構
７０１ 熱処理装置（熱処理工程）
８０１ 解束装置（解束工程）
９０１ 整列装置（整列工程）
１００１ 第１矯正機（第１矯正工程）
１１０１ 外周除去装置（外周除去工程）
１２０１ 切粉破砕機（切粉破砕工程）
１３０１ 第２矯正機（第２矯正工程）
１４０１ 非破壊検査装置（非破壊検査工程）
１４１０ 第１非破壊検査装置（第１非破壊検査工程）
１４２０ 貫通型渦電流探傷装置
１４３０ 回転型渦電流探傷装置
１４５０ 超音波探傷装置（第２非破壊検査装置：第２非破壊検査工程）
１５０１ 選別装置（選別工程）
１５１０ 第１選別装置（第１選別工程）
１５２０ 第２選別装置（第２選別工程）
１５３０ 第３選別装置（第３選別工程）
１６０１ 貯留場（貯留工程）
１６１０ 第１貯留装置（第１貯留工程）
１６２０ 第２貯留装置（第２貯留工程）
１６３０ 第３貯留装置（第３貯留工程）
１７０１ 梱包装置（梱包工程）
２００１ 切削制御装置（切削制御工程）
２１０１ 鋳造制御装置（鋳造制御工程）
２２０１ 判定制御装置（判定制御工程）
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